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序　　　　　文

　独立行政法人 国際協力機構はイエメン共和国における国家結核対策プログラム普及を目標に

1999年８月６日から５年間の協力予定でイエメン結核プロジェクト（フェーズⅢ）を実施してお

ります。

　このたび、本プロジェクトの協力期間が残り本年８月５日をもって終了するのに先立ち、これ

までの協力内容などの評価をイエメン側と共同で行うために、2004年２月８日から20日までの

日程で、財団法人 結核予防会 結核研究所 所長 森 亨氏を団長とする終了時評価調査団を派遣し

ました。本報告書は、その調査結果を取りまとめたものです。

　ここに本調査にご協力を賜りました関係各位に、深甚なる感謝の意を表しますとともに、残り

期間のプロジェクトの実施・運営にあたり、関係各位の更なるご協力をお願いする次第です。

　2004 年３月

独立行政法人 国際協力機構
医療協力部長　橋爪　章









略　語　表

ARI ： Annual Risk of Infection 年間感染危険率

CU ： Central Unit 結核対策課中央ユニット

(of national TB Control Programme)

CSSW ： Charitable Society for Social Welfare 地元の NGO

DF ： Drug Fund 薬剤基金

DOTS ： Directly Observed Treatment, Short-course 直接監視下短期化学療法（WHOが中

心となって世界的に推進している、

結核対策パッケージ）

DTC ： District Tuberculosis Coordinator 郡結核担当官

EMRO ： Eastern Mediterranean Regional Office 東地中海地域事務所

 (of WHO)

GDF ： Global Drug Facility 世界薬剤機構

GFATM ： Global to Fight against AIDs, Tuberculosis エイズ・結核・マラリア世界基金

and Malaria

GLRA ： German Leprosy Relief Association ドイツ救らい協会

GLS ： Governorate Laboratory Supervisor 州検査監査官

GTC ： Governorate Tuberculosis Coordinator 州結核担当官

IUATLD ： International Union Against Tuberculosis 国際結核肺疾患予防連合

and Lung Disease

JICA ： Japan International Cooperation Agency 独立行政法人 国際協力機構

MDR ： Multidrug Resistant Mycobacterium 多剤耐性結核菌

Tuberculosis

NTI ： National Tuberculosis Institute 国立結核研究所

NTP ： National Tuberculosis Control Programme 国立結核対策プログラム

PCM ： Project Cycle Management プロジェクト・サイクル・

マネージメント

PDM ： Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・

マトリックス

PHC ： Primary Health Care プライマリー・ヘルス・ケア

PHW ： Primary Health Care Worker 保健師

PO ： Plan of Operation 実行計画表／活動計画表



QC ： Quality Control 品質管理

R ／ D ： Record of Discussion 討議議事録

RIT ： Research Institute of Tuberculosis 財団法人 結核予防会 結核研究所

ROY ： Republic of Yemen イエメン共和国

SS+ ： Sputum Smear positive 喀痰塗抹陽性

SS- ： Sputum Smear negative 喀痰塗抹陰性

TB ： Tuberculosis 結　核

TSI ： Tentative Schedule of Implementation of 暫定実施計画表

the Project

WHO ： World Health Organization 世界保健機関



評価調査結果要約表

１．案件の概要

国　名 ：イエメン共和国

分　野 ：保健・医療

所轄部署：医療協力部 医療協力第三課

案件名 ：結核対策プロジェクト

（フェーズⅢ）

援助形態：技術協力プロジェクト

協力金額：（無償のみ）

先方関係機関：保健省

日本側協力機関：財団法人 結核予防会 結核研

究所、厚生労働省 国立国際医療センター

他の関係協力：特にない

協力期間 （R／D）：1999年８月６日 ～
　2004年８月５日

（延長） ：
（F／U）：

（E／N）（無償）　　年度

１－１　協力の背景と概要

　イエメン結核対策プロジェクトは、1993 年に旧北イエメンにおいて第１期が開始され、1992年

までの延べ９年の間に①全国的結核対策の基礎を確立し、②無償資金協力で建設した各結核セン

ターを地位の結核診療及び結核対策の拠点として確立し、③これらに携わるイエメン共和国（以

下、「イエメン」と記す）側の要員の人材育成に努めるなど、大きな成果をあげた。1993年から

５年間の第２期では、①1990年の南北イエメン統一に伴い旧南イエメンの結核対策を強化する

こと、及び②結核対策のプライマリー・ヘルス・ケア（PHC）システムへの統合を更に進めるこ

とを中心に行われた。途中内戦によりプロジェクトが中断されたが、その間に、それまで独立行

政法人 国際協力機構（JICA）が供与していた抗結核薬を保健省自ら調達するようになり、1995年

には保健省が直接監視下短期化学療法（DOTS）戦略を採択した。DOTS戦略をサナア・タイズ・

ホデイダなどのモデル地域で展開し、第２期終了までに明らかな結核対策の向上が認められた。

　1998年に第２期が終了後、約１年半の間、単発専門家による協力が続けられ、成績向上を認め、

その後1999年 8月の本プロジェクト（第３期）開始に至り、実施中である。

　

１－２　協力内容

（1）上位目標

　イエメンにおける結核の罹患率、死亡率、感染率が減る。

（2）プロジェクト目標

　国家結核対策プログラム（NTP）がイエメン全域に広がる。

（3）成　果

１．結核患者発見・診断機能が改善される。

２．適切な患者管理により結核の治療機能が改善される。

３．在庫管理システム確立により薬剤及び資機材の供給システムが改善される。



２．評価調査団の概要

（担当分野：氏名及び職位）

団　長 ： 森　亨 財団法人 結核予防会 結核研究所 所長

評価総括 ： 橋爪　章 独立行政法人 国際協力機構 医療協力部 部長

結核対策 ： 須知　雅史 財団法人 結核予防会 結核研究所 国際協力部 部長

協力計画 ： 坂元　律子 国際協力機構 医療協力部 医療協力第二課 職員

評価分析 ： 諏訪　裕美 株式会社 国際テクノ・センター シニアコンサルタント

2004年２月８日～2004年２月20日 評価種類：終了時評価

３．評価結果の概要

調査者

調査期間

４．記録・報告システムの標準化による結核対策のモニタリングシステムが向上する。

５．イエメンの結核問題について認識が深まる。

（4）投　入（評価時点）

（日本側）

長期専門家 ４名（1999年８月～2004年８月） 機材供与 約１億5,000万円

短期専門家 23名（2000年２月～2003年９月）

研修員受入 21名（2000年１月～2003年８月） ローカルコスト負担　約6,800万円

（相手国側）

カウンターパート配置 　イエメン国家結核対策プログラムにおけるすべてのレベルの技

術職員

運営経常費 約6,400万イエメンリアル

（州への予算を含めた活動費）

３－１　評価結果の要約

（1）妥当性

　①グローバルイシューとしての結核、②イエメン国家政策、③我が国の援助方針に照らし

合わせて、本プロジェクトの妥当性は高いと総括できる。つまり、①世界保健機関（WHO）

は世界結核緊急事態宣言を1993年に発表し、塗沫陽性患者の85％以上の治療と推定新規喀

痰塗沫陽性患者の70％以上の発見を目標として定めており、本プロジェクト目標と戦略はこ

れら世界的な結核対策の動きと一致している。②イエメン政府は第２次保健開発５か年計画

における政策と戦略の下、結核の抑制を優先のひとつとしている。③我が国はODAの中間

政策のなかで公衆衛生を重要課題とし、また2000年の九州・沖縄G8サミットで発表した「沖

縄感染症対策イニシアティブ」の下、感染症分野の協力を推進している。

（2）有効性　（プロジェクト目標の達成度）

　本プロジェクトの有効性は、いくつかの課題は残るが、プロジェクトはおおむね順調に推

移し、プロジェクト開始時と比較すると大きな進展がみられ、DOTSの定着という意味では

最初のハードルをクリアしたと協力の効果を認めることができると総括できる。指標におけ

るプロジェクト目標の達成度をみると①DOTS戦略を実施している郡に住む人口はイエメン

社会全体の98％を占めており、ほぼ達成した。②新規喀痰塗沫陽性患者の94％がDOTSの治



療を受けられ、目標を大きく上回っている。③その治療成功率は81％台でとどまっており

85％の目標に達していない。

（3）効率性

　日本人専門家の投入のタイミング、DOTS戦略開始のタイミング、イエメン側の投入の妥

当性など投入された資源量に対して成果はほぼ見合っており、効率性はほぼ妥当であると

いえる。ただし、活動の成果５「イエメンの結核問題について再評価が行われる」は、日本

人専門家の投入の量が少ない領域であったためか、調査研究活動も低調であった。

（4）インパクト

　本プロジェクトのプロジェクト目標「国家結核対策プログラム（NTP）がイエメン全域に

広がる」は、その指標であるDOTSのカバー率、治療成功率の達成状況から、その結果とし

て上位目標「イエメンにおける結核の罹患率、死亡率、感染率が減る」への貢献は少なから

ずあることが推測される。また、技術、経済、社会、組織、環境などの側面から、特筆され

る負のインパクトはない。

（5）自立発展性

　自立発展性は、全体的にみても完全に自立することは早急であると総括できる。特に、財

政面の自立発展性が最も懸念される。

　①組織面においては、イエメン政府の強いオーナーシップと今後も継続したDOTS拡大へ

の意志は高い。しかし、州レベルでは州ごとのコミットメントの違いが結果として現れて

いるため、拡大の遅れている地域への強いコミットメントが期待される。②技術面におい

ては、日本で研修を受けたカウンターパートの定着率は高く、中央及び州レベルの人的資

源は安定している。しかし、末端施設でのスタッフの定着率が低く、人選などの工夫が必

要である。③財政面においては、現在、結核対策の根幹をなす研修と巡回指導の費用をプ

ロジェクトに依存しており、今後の政府予算中で実施するにあたって、より費用対効果の高

い方法を模索する必要がある。また、エイズ・結核・マラリア世界基金（GFATM）への資金

支援を獲得することが緊急課題である。

３－２　効果発現に貢献した要因

（1）計画内容に関すること

　該当なし

（2）実施プロセスに関すること

・イエメン政府のリーダーシップとNTPに対する明確なオーナーシップを伴ったコミット

メントがDOTSの拡大に繋がった。

・フェーズⅠから本プロジェクトに至るまでの長年の地道な人材教育に向けた努力、長期・

短期専門家の人的影響がプロジェクト目標の良好な到達に貢献している。

・郡スタッフへの巡回指導の機会に現場での訓練を実施していることが技術の向上に繋

がっている。



３－３　問題点及び問題を惹起した要因

（1）計画内容に関すること

・活動の項目が多岐にわたり、また政策的なことなど実施するには困難な項目が含まれてお

り、活動の達成度が低い。

（2）実施プロセスに関すること

・政府の努力にもかかわらず、財政的な問題がいくつかのプロジェクトの活動を阻害してい

る。

・末端施設でのスタッフの定着率が低く、技術移転に関するプロジェクト効果に影響がある。

・いくつかの州はコミットメントが弱いため、成果の達成度が低い。

３－４　結　論

　全体として、プロジェクトは高い治療成功率やDOTS普及率を達成し、優れた成果をあげてお

り、DOTS戦略拡大の最初のハードルを見事にクリアした。しかし、WHOによる推定発生患者

の５割弱をDOTSで治療しているに過ぎず、その真の普及の点ではまだ不十分である。

　真の普及のために、本プロジェクトで修得された技術やシステムを継続及び拡大するには、財

源の確保が最大の課題である。結核対策費用の６割以上はプロジェクトに依存しており、それ

が、研修と巡回指導の費用相当にあたる。したがって、結核対策の根幹をなすこの両活動につい

ては、今後の政府予算のなかで実施するにあたって、より費用対効果の高い方法を模索する必要

がある。また、現在申請書を準備中であるGFATMからの財政支援の獲得が必須である。

３－５　提　言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言）

①　DOTS患者発見率を向上させるため、民間セクターやDOTS未実施の公的施設などにいる

現在DOTSでカバーされていない患者を発見するよう努力すること。　

②　PHCユニットへのDOTS拡大にあたっては郡レベルへの適切な巡回指導が必須であること。

またDOTS拡大においてコミュニティーの参加を推進する可能性を探ること。

③　質の高いDOTS拡大のために有効な方策を見いだすべくオペレーショナル・リサーチを実

施すること。とりわけ患者発見率の低下という最近の傾向については早急に調査すべきテー

マである。

④　検査精度管理については定期的巡回指導と適切な修正措置によって更に強化されるべきで

あること。

⑤　他施設に紹介された患者の追跡を含めた患者紹介制度を確立すること。

⑥　世界薬剤機構（GDF）やGFATMなどからの支援を獲得できるよう外部援助機関からの技

術支援を得ながら努力すること。

⑦　特に（非常に重要だが費用が嵩む）巡回指導と研修の両活動については、今後限られた政

府予算のなかで実施するにあたって、より費用対効果の高い方法を模索すること。

⑧　これまでのDOTS拡大への取り組みを反映させ、かつ国際基準に沿った国家結核対策ガイ

ドラインの改訂作業を行うこと。

⑨　1996年DOTS導入以来これまでのDOTS拡大への取り組みを報告書として取りまとめるこ

と。レポートは組織の自立発展性に役立てると同時にアドボカシーのための広報材料として



外部に配布すること。

⑩　新設のアデン結核センター（無償資金協力）を南東イエメン諸州に対する結核対策の技術、

管理面の拠点として位置づけ、最大限効果的な運営を行うこと。

３－６　教　訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実

施、運営管理に参考となる事柄）

①　本プロジェクトは技術移転活動の割合よりも結核対策活動そのものの経費負担割合が大き

い構造であった。成果確認後の経費支払いや日当の現地単価払いなど、プロジェクト実施

中からプロジェクト終了後の財政面の自立発展性の確保を見据えたプロジェクト運営を実施

するのが望ましい。

②　結核対策はプロジェクト目標や活動内容がどれも同様であるという理由でプロジェクト開

始時にプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）ができていなく、カウンターパート

のPDMに対する認知度や理解度が低かった。そのためか、活動レベルのモニタリングも十

分でなく、活動計画書もフォローされていない。モニタリングツールとしてPDMを定期的

に利用するのが望ましい。



－ 1 －

第１章　終了時評価調査の概要

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　イエメン共和国（以下、「イエメン」と記す）の結核対策プロジェクトは1983年に旧北イエメ

ンにおいて第１期が開始され、1992年までの延べ９年の間に全国的結核対策の基礎を確立し、無

償資金協力で建設した各結核センターを地域の結核診療及び結核対策の拠点として確立し、こ

れらに携わるイエメン側要員の人材育成に努めるなど、大きな成果をあげた。1993年から５年

間の第２期では、1990 年の南北イエメン統一に伴い旧南イエメンの結核対策を強化すること、

及び結核対策のプライマリー・ヘルス・ケア（PHC）システムへの統合を更に進めることを中心

に行われた。途中内戦によりプロジェクトが中断されたが、その間に、それまで JICA が供与し

ていた抗結核薬を保健省自ら調達するようになり、1995年には保健省が直接監視下短期化学療法

（DOTS）戦略を採択した。DOTS 戦略をサナア、タイズ、ホデイダなどのモデル地域で展開し、

第２期終了までに明らかな結核対策の向上が認められた。

　その後1998年に第２期が終了後、約１年半の間、単発専門家による協力が続けられ、成績の向

上を認め、1999 年８月の第３期開始に至った。

　今般、本プロジェクトが 2004 年８月５日をもって終了するにあたり、プロジェクトの進捗状

況を把握し、これまでのプロジェクトの活動実績、目標達成度について評価し、終了時までの対

応及び終了事後の対応方針についての提言、さらには類似案件への教訓を導き出すことを目的と

して、本評価調査を実施した。

１－２　調査団の構成と調査日程

（1）調査団の構成

分　野

団　長

評価総括

結核対策

協力計画

評価分析

氏　名

森　　　亨

橋爪　　章

須知　雅史

坂元　律子

諏訪　裕美

所　　属

財団法人 結核予防会 結核研究所 所長

独立行政法人 国際協力機構 医療協力部

部長

財団法人 結核予防会 結核研究所

国際協力部 部長

独立行政法人 国際協力機構 医療協力部

医療協力第二課 職員

株式会社 国際テクノ・センター

シニアコンサルタント

派遣期間

２月12日～20日

２月12日～17日

２月 ８日～20日

２月12日～20日

２月 ８日～20日
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（2）調査日程

月　日

２月 ８日

２月 ９日

２月10日

２月11日

２月12日

２月13日

２月14日

２月15日

２月16日

２月17日

２月18日

２月19日

２月20日

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

曜日

日

月

火

水

木

金

土

日

月

火

水

木

金

時　間

18：45

８：40

８：30

14：00

８：30

14：00

18：45

23：45

16：15

17：00

10：00

11：00

10：10

13：50

10：00

13：00

15：00

12：35

13：50

16：20

16：20

日　程

（須知、諏訪）成田発

サナア着

評価データ取りまとめ・分析

サナア市郡結核担当官（DTC）会議／評価準備

サナア市DTC会議／評価準備

（橋爪、森、坂元）成田発

バンコク着

（須知、諏訪）評価準備

（橋爪、森、坂元）バンコク発

アデン着

（須知、諏訪）サナア発

アデン着

アデン結核センター視察、ラボ視察

州結核担当官（GTC）ミーティング（プロジェクト活

動の一環として）

GTCミーティング〔プロジェクト・サイクル・マネー

ジメント（PCM）評価ワークショップ〕

アビアン州プロジェクト活動視察

アデン発

サナア着

世界保健機関（WHO）所長面会

保健省協議（合同評価レポート作成）

（橋爪）サナア発

JCC会議

ミニッツ署名

大使館報告

（橋爪）ドバイ発　カブール着

サナア発　ドーハ着

バンコク発　成田着
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１－３　主要面談者

（1）イエメン側

保健省

Dr. Mohamed Yahiya Al-Nomy 大　臣

Dr. Abdul Karim Ali Sheiban 副大臣、PHC 担当次官

国家結核対策プログラム（NTP）保健省結核対策課

Dr. Amin Noman Saeed Al-Absi 結核対策課長

Mr.Ahmed Zubeir 結核対策次長

Dr.Sadeq Al-akimi 巡回指導監督者

Dr. Shaher Ali Mohammed Said トレーニング監督者

Mr. Fawzi Mohammed S. Barahim ラボラトリー責任者

Mr. Mohammed Seif 薬剤責任者

Ms. Najat Al-Sudeeq

アデン広域結核センター

Dr. Abdul-Nasser Ayash 所　長

アデン州保健局長

Dr. Omar Zaiin

その他各州 GTC（結核対策担当官）

WHO イエメン代表

Dr. Hashim A. Elzein Elmousaad

（2）日本側

在イエメン共和国日本大使館

石井　祐一 特命全権大使

清水　久継 参事官

山上　春雄 一等書記官

結核対策プロジェクトⅢ

増井　恒夫 チーフアドバイザー

伊達　卓二 業務調整員

１－４　対象プロジェクトの概要

（1）プロジェクト名：（日）結核対策プロジェクト（フェーズⅢ）

（英）The Tuberculosis Control Project Ⅲ

（2）R ／ D 署名日： 1999 年７月 14 日

　　協力期間： 1999 年８月 6 日～ 2004 年８月５日（５年間）

森　亨（財団法人 結核予防会 結核研究所 所長）を団長とした実施協議調査団と Dr.

Mohammed Gharama Al-Raey（保健省 保健計画 開発担当 次官）及び Mr. Hisham
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Sharaf（計画開発省 国際協力担当 次官）が署名した。

（3）イエメン側実施機関：

保健省 医療サービス・PHC 局 PHC 部 国家結核対策課

National Tuberculosis Control Programme (NTP),

General Directorate of Primary Health Care,

Bureau of Medical Services and Primary Health Care, Ministry of Public Health

（4）プロジェクトサイト：サナア市

1）　保健省 国家結核対策課（NTP）

課長：Dr. Amin Noman Saeed Al-Absi

2）　国立結核研究所（NTI）

所長：Dr. Mohammed Khaulani

（5）日本側協力機関：

1）　財団法人 結核予防会 結核研究所

2）　厚生労働省 国立国際医療センター

（6）国内委員会委員：

委員長　森　亨（財団法人 結核予防会 結核研究所 所長）

委　員　建野 正毅（厚生労働省 国立国際医療センター 国際医療協力局 派遣協力課 課長）

委　員　レシャード・カレッド（レシャード医院 院長 元チームリーダー）

委　員　須知　雅史（財団法人 結核予防会 結核研究所 国際協力部 部長

（7）プロジェクト要請背景：

　　イエメン結核対策プロジェクトは、1983 年に旧北イエメンにおいて第１期が開始され、

1992 年までの延べ９年の間に①全国的結核対策の基礎を確立し、②無償資金協力で建設した

各結核センターを地域の結核診療及び結核対策の拠点として確立し、③これらに携わるイエ

メン側要員の人材育成に努めるなど、大きな成果をあげた。1993 年から５年間の第２期で

は、① 1990 年の南北イエメン統一に伴い旧南イエメンの結核対策を強化すること、及び②結

核対策のPHCシステムへの統合を更に進めることを中心に行われた。途中内戦によりプロジェ

クトが中断されたが、その間に、それまで JICA が供与していた抗結核薬を保健省自ら調達す

るようになり、1995年には保健省がDOTS戦略を採択した。DOTS戦略をサナア・タイズ・ボ

デイダなどのモデル地域で展開し、第２期終了までに明らかな結核対策の向上が認められ

た。

　　1998年に第２期が終了後、約１年半の間、単発専門家による協力が続けられ、成績の向上を

認め、その後 1999 年８月の第３期開始に至った。
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（１米ドル＝125円で計算）

Project Phase Ⅰ

1983/9/1 to

1992/8/31

 (9 years)

９

12

16

40

￥246,475,000

＄1,971,800

Total

21.5 years

20

24

63

77

￥531,118,631

＄4,248,949

Period of Cooperation

Mission Team

JICA Expert (Long term)

JICA Expert (Short term)

CP training in Japan

Equipment Provided

(USD)

Running Budget

USD

Project Phase Ⅱ

1993/2/21 to

1998/2/20

 (5 years)

５

４

20

14

￥133,564,000

＄1,068,512

Individual Experts

1998/2/26 to

1999/8/5

(1.5 years)

２

１

５

１

￥4,267,000

＄34,136

Project Phase Ⅲ

1999/8/6 to

2004/8/5

(5 years)

４

４

22

22

￥146,812,631

＄1,174,501

￥69,381,011

＄443,850

（8）プロジェクトの目的：

1）　到達目標：イエメンにおける結核の罹患、死亡、感染を下げる。

2）　プロジェクトの目的：イエメンの全国どこからでも結核対策のサービスが受けられるよ

うに、質のよい結核対策を全国に拡大する。

　　目標は 2004 年の終了までに以下が達成されることである。

①　すべての地域で DOTS による結核対策が行われる。

②　新規喀痰塗抹陽性患者の 80％以上が DOTS で治療される。

③　その治癒率が 85％以上となる。

（9）プロジェクトの活動

1）　投　入

A．調査団派遣

1999 年３月 事業調査団 （団長：須知　雅史）

1999 年７月 実施協議調査団 （団長：森　亨）

2001 年６月 運営指導調査団 （団長：石川　信克）

2002 年９月 中間評価団 （団長：森　亨）

2004 年２月 最終評価団 （団長：森　亨）

B．専門家派遣

・1999 年度 長期専門家２名、短期専門家２名、計４名

①　チーフ・アドバイザー：江上　由里子（1999 年８月 24 日～ 2000 年８月 23 日）

②　業務調整：渡邊　勝美（1999 年８月６日～ 2000 年８月８日）

③　結核対策：下内　昭（2000 年２月 26 日～３月７日）

④　細菌検査：南川　真理子（2000 年２月 15 日～３月７日）

・2000 年度 長期専門家３名（後任者１名）、短期専門家４名、計７名

①　チーフ・アドバイザー：江上　由里子（1999 年８月 24 日～ 2001 年８月 23 日）
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②　業務調整：渡邊　勝美（1999 年８月６日～ 2000 年８月８日）、伊達　卓二

（2000 年７月 22 日～ 2001 年７月 21 日）

③　レントゲン機材保守管理：伊達　卓二（2000 年５月 27 日～６月 20 日）

④　ロジスティックス：丹羽　明子（2000 年６月 28 日～７月 21 日）

⑤　結核対策：下内　昭（2000 年７月 11 日～ 21 日）

⑥　細菌検査：藤木　明子（2000 年８月 13 日～ 29 日）

　　さらに結核対策１回、細菌検査１回（各 2001年１月）、保健教育（３月）を予定

していたが中止された。

・2001 年度 長期２名、短期専門家７名、計９名

①　チーフ・アドバイザー：江上　由里子（1999 年８月 24 日～ 2002 年２月 23 日）

②　業務調整：伊達　卓二（2000 年７月 22 日～ 2001 年７月 21 日

③　細菌検査：井口　文子（2001 年５月 19 日～７月 18 日）

④　ロジスティックス：丹羽　明子（2001 年６月 13 日～７月 18 日）

⑤　結核対策：下内　昭（2001 年８月 11 日～９月１日）

⑥　結核対策：増井　恒夫（2001 年 12 月 27 日～ 2002 年１月８日）

⑦　ロジスティックス：丹羽　明子（2001 年 12 月 27 日～ 2001 年１月 24 日）

⑧　結核対策：下内　昭（2001 年 12 月 29 日～ 2002 年１月６日）

⑨　細菌検査：井口　文子（2002 年２月１日～３月 20 日）

・2002 年度 長期２名、短期専門家９名、計 11 名

①　業務調整：伊達　卓二（2001 年７月 22 日～ 2004 年８月７日

②　結核対策：江上　由里子（2001 年４月４日～５月 11 日）

③　チーフ・アドバイザー：増井　恒夫（2002 年４月 22 日～ 2004 年８月７日）

④　多剤耐性結核菌（MDR）サーベイ：山田　紀男（2002 年４月 25 日～５月４日）

⑤　細菌検査：井口　文子（2002 年６月１日～７月４日）

⑥　ロジスティックス：浜田　彰（2002 年８月 10 日～９月 23 日）

⑦　細菌検査：井口　文子（2002 年８月 19 日～ 10 月１日）

⑧　結核対策：須知　雅史（2002 年 12 月 11 日～ 12 月 24 日）

⑨　ロジスティックス：浜田　彰（2003 年３月 12 日～４月８日）

⑩　薬剤品質管理：三浦　孝子（2003 年３月 12 日～４月８日）

・2003 年度 長期２名、短期専門家３名、計５名

①　結核対策：須知　雅史（2003 年５月 23 日～６月３日）

②　結核対策：須知　雅史（2003 年９月 16 ～ 30 日）

③　調査研究（結核耐性菌全国調査）：野内　英樹（2004 年３月 10 ～ 19 日）

・2004 年度 長期２名、短期専門家２名、計４名

①　結核対策：須知　雅史（2004 年５月 23 日～６月３日予定）

②　細菌検査：藤木　明子（2004 年６月３～ 11 日予定）
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表１－１　短期専門家派遣状況延べ日数（派遣回数）

結核菌検査

ロジスティック

結核対策

調査研究

X線保守管理

合計日数（人数）

1999年

22（１）

11（１）

33（２）

2000年

16（１）

23（１）

10（１）

23（１）

72（４）

2001年

108（２）

62（２）

31（２）

208（６）

2002年

75（２）

95（３）

50（２）

９（１）

229（８）

2003年

25（２）

25（２）

2004年
合計日数

（人数）

221（６）

180（６）

134（８）

９（１）

23（１）

567（22）

平均派遣

日数

37

30

17

９

23

26

C．研修員受入

・1999 年度 ５名（含む一般枠２名）

①　Dr. Osama Badeeb〔アデン州結核担当官（GTC）〕2000 年１月 10 日～２月 27 日

国家結核プログラム管理

②　Dr. Abdul-Wahab Othman（ホデイダ州 GTC 補佐）2000 年１月 10 日～２月27 日

国家結核プログラム管理

③　Dr. Ismael Kassem Al-Abadi（イッブ州 GTC）1999 年５月４日～８月 15 日 中間

レベル結核管理

④ Dr. Fadl Ahmed Al-Akwa（サーダ州 GTC）1999 年５月４日～８月 15 日 中間レベ

ル結核管理

⑤　Mr. Abdul-Hady Al-Waqedy（ホデイダ結核センター臨床検査技師）1999 年８月

23 日～ 12 月 12 日 結核対策細菌検査マネージメント

・2000 年度 ３名

①　Dr. Yassin Athwary（タイズ州 GTC）2001 年１月６日～２月 26 日 国家結核プロ

グラム管理

②　Dr. Abdul-Aziz Thabit A. Al-Agbari（NTI医師）2000年４月29日～８月14日 中

間レベル結核管理

③　Dr. Nageeb Kaid Fara Saleh（ダーリア州 GTC）2000 年４月 29 日～８月 14 日中

間レベル結核管理

・2001 年度 ６名（含む無償カウンターパート枠１名、一般枠１名）

①　Dr. Khaled Saleh Salem Al-Daibani（セイユン副 GTC）2001 年４月 12 日～８月

15 日 中間レベル結核管理

②　Dr. Hamood Yahia Mahoup Alhonahe（サナア州GTC）2001年４月12日～８月15

日 中間レベル結核管理

③　Dr. Abdul-Aziz Adam Abdul-Aziz Dada（アデン州副 GTC、無償カウンターパー

ト枠）2001 年４月 12 日～８月 15 日 中間レベル結核管理

④　Dr. Ali Mohsan Abo Hadash（ハッジャ州精度管理臨床検査技師）2001 年８月

27 日～ 12 月２日 結核対策細菌検査マネージメント

⑤　Dr. Abdul Karim Shaiban（PHC 担当次官）2002 年１月 21 日～２月２日 国家結
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核対策プログラム管理

⑥　Dr. Amin Noman Al-Absi（結核対策課長）2002年１月21日～２月２日 国家結核

対策プログラム管理

・2002 年度 ４名

①　Mr. Mohammed Seif Anaam（ロジスティックス責任者）2002年５月 12日～８月

12 日 中間レベル結核管理

②　Mr. Anwar Abdulla Saleh（ダーレア州精度管理臨床検査技師）2002 年９月 10 日

～ 12 月 15 日 結核対策細菌検査マネージメント

③　Dr. Abdul Nasser Ayash（ラヘッジ州 GTC）2003 年１月 14 日～３月２日 国家結

核対策プログラム管理

④　Dr. Ismael Hamid（ハッジャ州 GTC）2003年１月 14日～３月２日 国家結核対策

プログラム管理

・2003 年度 ３名

①　Mr. Salah Ballil Naji Al-Yousefi（アビヤン GTC）2003 年５月 13 日～８月 10 日

中間レベル結核管理

②　Mr. Sadeq Saif Abdullah Al-Kohi（サナア市精度管理臨床検査技師）2003 年９月

23 日～ 11 月 30 日 結核対策細菌検査マネージメント

③　Dr. Abdul Rahim Abdul Rahman Hydra Al-Samie（国家ハンセン病対策課長）

2004 年１月 14 日～３月２日 国家結核対策プログラム管理

・2004 年度 １名

①　Dr. Sadek Sharf Al-Hakeemi（Supervision担当）2004年５月 13日～８月10日 中

間レベル結核管理

国内研修予約

・NTP-Central Unit のマネージメント・スタッフ６名のうち５名は日本で研修（中間

レベル結核管理コース、結核対策細菌検査マネージメントコース）を受け、そのなか

の１名（課長）は国家結核対策プログラム管理コースも受講している。

・NTI はマネージメント・スタッフ３名と検査技師２名が日本で研修（中間レベル結

核管理、結核対策細菌検査マネージメント）を受けている。

・GTC21 名のうち 13 名が日本で中間レベル結核管理コースを受講し、そのなかで４名

は国家結核対策も受講している。

・州検査監査官（GLS）17 名のうち３名が結核対策細菌検査マネージメントコースを

受講している。

・2004 年１月に国家結核対策プログラム管理コースを受講する Dr. Abdul Rahim は、

タイズに拠点のある国家ハンセン病対策課の課長で、ドイツ救らい協会（GLRA）と

共同してタイズ郡部を中心にNTPに沿った結核対策を行っており、将来的には他州に

おける同様な活動がなされる可能性がある。

・これまでに日本で研修を受けていない NTP 関係者の大多数は英語でのコミュニケー

ションに問題があり、将来的にも日本で研修を受けることは困難と思われるので、ア

ラビア語による第三国研修の開始が臨まれる（2004年５月、エジプトNTPによる「結

核対策研修」並びに「結核菌検査管理研修」を実施し、イエメン・カウンターパート
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供与機材（円）

18,991,000

33,601,313

23,944,726

24,659,422

39,880,000

141,076,461

28,215,292

供与機材（携行機材）内容

顕微鏡、検査機材、車両など（パソコン、プロジェ

クター）

検査室機材・試薬、巡回用バイク等（工具、パソ

コン等）

バス、検査機材、巡回用バイク、パソコン等（検

査試薬、インキュベータパーツなど）

検査機材、巡回用車両、安全キャビネット、喀痰

検査容器、（パソコン等）

検査機材、単車、パソコン等

年　度

1999

2000

2001

2002

2003

合　計

平　均

携行機材（円）

1,147,590

2,480,681

219,488

1,888,411

5,736,170

1,147,234

合計（円）

20,138,590

36,081,994

24,164,214

26,547,833

39,880,000

146,812,631

29,362,526

４名が参加する予定）。

D．供与機材

注）１米ドル＝125円で計算、機材は運送諸費用込みの値段（CIF）。

品　目

自動車

オートバイ

コンピューター

ファクシミリ

体重計

プロジェクター

液晶プロジェクター

デジタルビデオカメラ

顕微鏡

簡易セーフティーキャビ

ネット（イエメン製）

セーフティーキャビネット

インキュベーター

滅菌器

コアギュレーター

遠心機

Water bath

精密電子重量計

結核菌検査消耗品

備　考

１台は JICAで使用、１台はNTI用バス、２台はピックアップ・トラック

（アムラン州、ダーラ州）

100cc/125cc DTC用

NTP-CU、GTC用（24台デスクトップ、５台ラップトップ）

GTC用

HC・PHCUで使用

Direct ptojector（Taiz、Hodeida、NTI）NTIは携行機材

Multi media projector（NTP）

Digital Video Camera（NTP）

ラボ機材（75台は2003年予定）

ラボ機材

ラボ機材〔結核（TB）センター〕

ラボ機材（TBセンター）（２台は2003年予定）

ラボ機材（TBセンター）（２台は2003年予定）

ラボ機材　国立結核研究所（NTI）

ラボ機材（NTI）

ラボ機材（Aden、Hajja、Mahweet、Hodeida、NTP）

ラボ機材（Aden、Hajja、Taiz、Lahej、NTP）（７台は2003年予定）

試薬、喀痰カップ、スライドガラスなど（1999年：552万円、2000年：

361万円、2001年：259万円、2002年：921万円、2003年：338万円）

E．主な供与機材一覧（供与予定を含む）

個数

４

157

29

17

240

３

１

１

185

50

３

５

２

１

１

５

12
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品　目

X線管球

X線検査消耗品

備　考

Toshiba Medical x’ray tube unit (DRX-1133GA) (NTI)

ロールフィルム、現像液など（1999年：85万円、2000 年、2001年なし、

2002年：86万円、2003年：89万円）

個数

１

JFY 1999

5,006,045

826,361

０

０

０

０

０

０

０

24,158

1,523,145

０

1,021,463

8,247,000

JFY 2003

11,578,000

０

０

０

1,116,000

０

０

０

０

０

０

475,000

2,704,000

15,873,000

項　目

結核対策費

エジプト退避

技術交換

WHO/EMRO検査技師会議

任国外出張

コピー機と年間契約

衛星電話

ホームページ維持管理

検査技師研修用消耗品

公用車両部品／修理代

残　金

世界結核日（印刷を除く）

その他 JICA運営費

合　計（円）

JFY 2000

9,435,899

０

1,381,350

1,069,698

０

０

０

０

０

145,048

920,329

０

1,824,725

14,486,972

JFY 2001

8,633,920

０

０

０

122,400

239,825

０

０

０

232,926

０

256,468

3,297,223

13,299,375

JFY 2002

10,622,482

０

０

０

415,494

０

122,235

147,600

257,119

137,270

０

347,458

4,093,273

16,285,464

F．現地業務費内訳

（円）

G．結核対策費内訳

（円、１米ドル＝175イエメンリアル＝125円で計算）

JFY 1999

823,728

1,801,641

184,930

551,567

1,566,857

77,321

０

5,006,045

JFY 2003

3,098,000

5,300,000

1,968,000

936,000

276,000

０

０

11,578,000

Activity

Supervision

Training

DTC Meeting

GTC & JCC Meeting

Printing

Maintenance

Drug

合　計（円）

JFY 2000

1,414,761

4,540,580

1,119,007

907,035

1,003,543

450,974

０

9,435,899

JFY 2001

1,033,714

3,293,021

1,514,438

991,409

413,211

524,126

864,000

8,633,920

JFY 2002

2,984,949

3,867,480

1,083,017

1,024,282

1,445,349

217,406

０

10,622,482
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2）　活動内容

A．活動内容の要約

a）DOTS 戦略の拡大と質の向上

①　DOTS を行う郡の保健スタッフの研修：医師・保健師（PHW）を対象とする。

②　中央レベルの強化

・スタッフへの技術指導、OJT

・オペレーショナル・リサーチ支援

・結核統計処理の電算化支援

③　州レベルの強化

・中央から州への巡回指導

・各州結核対策担当官（GTC）の巡回指導への支援

・州結核対策担当官（GTC）会議の支援

・郡結核対策担当官（DTC）会議・結核菌検査技師会議の支援

④　DOTS の末端保健施設（Primary Health Care Unit）への拡大のための PHW の研

修

b）検査室ネットワークの拡大と質の向上

①　検査技師、GLS 研修

②　検査室への巡回指導

③　精度管理システムの構築・改善

c）薬剤・器材の供給・配布システムの改善

d）データ管理・評価システムの改善

①　エクセルによる四半期報告作成、インターネットによる報告システムの導入

②　NTP 専属結核統計担当者による統計処理の迅速化、明瞭課の促進

③　GTC、州結核統計スタッフの研修

e）住民・患者への保健教育の拡大・改善

f）イエメンにおける結核問題の規模と質の評価のための調査

①　多剤耐性結核菌サーベイランス（2004 年１月：本調査開始）

②　“Involvement of the private sector in TB control in Lahej Governerate, Yemen”（ラ

ヘジ州 GTC アブドラ ナセル アヤシュ、2002 年 WHO/EMRO Small Grant）

③　“Case-Finding in Tuberculosis Patients: Diagnostic and Treatment Delays and their

Determinants.”（Dr. アミン 2002 年 WHO/EMRO Small Grant）

④　“Does the training on NTP Guidelines improve the notification of TB patients by

Private Medical Practitioners?”（アブドラバリ 2003 年 WHO/EMRO Small Grant）

g）州結核対策担当官会議、合同調整協議会（JCC）などの開催
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B．イエメン国内研修

Abyan

Aden

Al-Baidah

Al-Daleh

Al-Hodeidah

Al-Jawf

Al-Mahrah

Al-Mahweet

Amran

Dhamar

Hadramout

Hajjah

Ibb

Laheg

Mareb

Saadah

Sana’a City

Sana’a Gov

Sayoon

Scotra

Shabwah

Taiz

NTI

Total

GTC

１

１

１

１

１

１

６

GLS

１

１

１

１

１

２

１

１

１

１

１

12

DTC

10

12

４

12

17

17

５

９

９

13

７

22

18

11

６

10

５

８

１

６

８

210

LT

11

11

４

12

17

６

９

19

18

６

20

19

29

７

15

18

12

９

５

９

256

Doctor

６

９

２

11

２

１

10

11

10

６

17

19

10

７

10

17

14

18

２

２

３

187

PHW

20

20

７

22

294

20

８

19

26

19

14

180

22

130

９

12

41

36

22

13

５

21

960

Volunteer

21

21

Total

49

53

18

59

330

45

13

48

67

61

34

239

78

180

31

49

102

70

49

16

19

41

１

1652

表１－２　Number of people trained during 1999 ～ 2003

This table does not include trainings relating to researches or the seminors for medical practitioners. (LT: Lavoratory technitian, PHW:

Primary Health Worker)

C．ロジスティック管理支援

　　1999 年より中央レベルにおける薬剤、備品等に対するコンピューター管理が行われて

いる。
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の Dr. Abdul-Aziz Adam Abdul-Aziz Dada が GTC に任命された。結核菌検査管理官は未定。

（11）他機関との関係

　　イエメンの結核対策の主なドナーはWHOとJICAである。WHO東地中海事務所（カイロ）

にイエメンの結核対策を所管している清田 明宏医務官（元JICA専門家）が駐在し、本プロジェ

クトとも支援体制にある。その他タイズ州で GLRA による TLPP（TB Leprosy Pilot Project）

が、ソコトラ島でBIF（NGO）と国連開発計画（UNDP）の医師（2001年３月で任期終了した）

が、サナア市の難民保健センターは国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）の実施パートナー

として ICD（NGO）が、ラヘジの難民キャンプの結核対策に CINS（イタリアの NGO）が協力

している。さらにサナア市内でイスラハ（イスラム教の慈善協会）が保健所を開き、結核対策

を行っている。2002年５月に結核対策に関するドナー調整協議会（IACC）が開催されたほか、

エイズ・マラリア・結核世界基金（GFATM）の申請母体として、Country Coordinating Mechanism

（CCM）が組織されている。

（12）結核対策予算確保の動き

1）　GFATM

　　2002、2003 年とも申請したが認められなかった。2004 年申請に関しては、米国国際開発

庁（USAID）の支援を要請中。

2）　世界薬剤機構（GDF）

　　2002 年に７万 9,126 米ドルの支援があり、2004 年以降も GDF による抗結核薬の支援が予

定されている。

3）　GLRA による結核対策協調路線の拡大

　　GLRA は現在タイズ州のみで NTP と協調して結核対策を行っており、2003 年８月、タイ

ズ州保健局長、GTC、GLRA 関係者の間で、Primary Health Department の管理下、GTC はタ

イズ市を GLRA は郡部の結核対策を行うことを取り決めた。また、GLRA は将来的には他

の州においても同様に NTP との協調関係に基づく結核対策を行う可能性がある。
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第２章　終了時評価の方法

２－１　評価の手順

　本終了時評価では、「JICA事業評価ガイドライン」１ に基づいた評価手法を用いて評価を行う。

主な手順は以下のとおりである。

1）「評価設問」（評価のスコープ）を設定する。

2）評価グリッドを作成する。

3）国内作業において、モニタリング状況を取りまとめる（実績の確認、実施プロセスの把握）

を行う。

4）現地調査を実施する（関係機関との協議、ワークショップ、ヒアリング、活動状況視察、

等）。

5）現地評価結果の取りまとめと関係者との合意形成（ミニッツの作成・調印）。

6）帰国後、評価結果の追加分析、報告書取りまとめ。

7）帰国報告会における、関係者へのフィードバック。

２－２　評価のデザイン

　評価のデザインにおける主な作業は、「評価設問」（評価のスコープ）の設定と、「評価グリッ

ド」の作成である。

　本評価における評価設問は、以下のように設定した。

評価設問

●自立発展性

1）国家結核対策は、プロジェクト終了後も活動を継続できるか？特に、財政的持続性の可能

性はあるか？

2）エイズ・結核・マラリア世界基金は、プロジェクト終了後、獲得できるのか？

２－３　主な調査項目と情報収集方法

２－３－１　主な調査項目

　現行のプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）（付属資料２．参照）を基に、評価

５項目による評価に必要な調査項目と情報入手手段を検討し、評価グリッドを作成した（付属資

料３．参照）。

２－３－２　情報入手手段

（1）基本資料

・PDM1、PDM2、PDM3、現行 PDM4、年間実行計画表（PO）

・事前調査団報告書（1999 年 12 月）

注１　国際協力事業団企画・評価部評価監理室編著「実践的評価手法：JICA事業評価ガイドライン」国際協力出版会、2002年３月

12日発行。



－ 23 －

・実施協議報告書（2000 年２月）

・中間評価調査報告書（2002 年９月）

（2）プロジェクト側から提出された資料

・活動報告書

・短期専門家報告書

・基本統計

（3）合同評価ワークショップ

（4）現地視察

・関連施設視察（アデン南部地域結核センター、薬剤基金アデン支部）

・活動状況視察（アビヤン州アルラージ中央病院、アビヤン州プライマリーヘルスユニット）
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第３章　調査結果

３－１　現地調査結果

３－１－１　対象地域

　対象地域はイエメン全国であり、人口は約 1,800 万人、面積は約 52 万 8,000km2（日本の約

1.4 倍）のイスラム国家である。

　対象 21 地域の地域特性を表３－１にまとめた。

表３－１　対象 21地域の特性

地　域

アビヤン

アデン

アル・バイダ

アル・ダーレア

アル・ホデイダ

アル・ジャウフ

アル・マーラ

アル・マフウィート

アムラン

ダマール

ハドラマウト

ハッジャ

イッブ

ラヘジ

マーリブ

サーダ

サナア市

サナア州

セイユン

ジャブワ

タイズ

人　口

435,000

493,000

550,000

450,000

1,917,000

246,000

61,000

417,000

842,935

1,082,000

807,000

1,528,000

1,724,000

442,000

229,000

557,000

1,284,000

2,105,000

475,000

2,269,000

都市（％）

20

92

17

36

16

33

７

11

35

９

14

５

12

12

100

６

11

19

農村（％）

80

８

83

64

84

67

93

89

65

91

86

95

88

88

０

94

89

81

主な特性

海岸沿いはほとんどが平坦、一部山。誘拐事件が多

い。

州のほとんどがアデン市、結核センターがある。

山岳。

ラヘジ州、イッブ州の一部から編成されてできた。

平坦、紅海沿で南北に長い、結核センターがある。

内陸、平坦、人口少ない。

オマーン国境、面積広いが人口が少ない、ほとんど

砂漠。

山岳、サナアへの出稼ぎが多い。

サナア州から分離、サナア市の北に隣接。

山岳、サナアへの出稼ぎが多い。

面積が広い、人口は海岸と内陸（セイユン）に分か

れて集中。

山岳と海岸が半々。

山岳。

アデン州を囲む位置、平坦でほとんどが砂漠か土

漠。

内陸、平坦、人口は少ない。

サウジ国境。

首都、標高2,300m盆地、人口の流入・流出が多い、

国立結核研究所（NTI）がある。

山岳、首都の周辺だがほとんど農村。

ハドラマウト州から分離、情報なし。

面積広い、比較的平坦。

山岳と海岸が半々、人口が多い、結核センターがあ

る。

注：アデンとアムラン以外の人口は1998年推計、都市部と農村部の比率は1996年推計。
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３－１－２　主要な機関・組織

　本プロジェクトの活動の理解を助けるために、主要な機関・組織を以下に解説する。

（1）保健省（MOH）

　　保健省における当プロジェクトと関連部署である国家結核対策課（NTP-CU）は、プライ

マリー・ヘルス・ケア（PHC）・医療サービス担当次官の監督下にあり、イエメンの国家結

核対策の責任部門である。

　　イエメン全国は 21 の行政地域〔サナア首都圏と 20 の州（Governorate）〕のそれぞれに保

健大臣と州知事が管轄する州保健局があり、地方レベルの保健行政を担当している。基本的

には保健省（中央）が保健サービスを計画して各州保健局（地方）がそれを実施する。

（2）国家結核対策課（NTP-CU）

　　NPI-CU は国家の結核対策への政策の維持をはじめ、必要な抗結核薬や検査資機材等の調

達・配布や全国のコホートなどの総括、各州に対する結核対策の実施・指導・監督の権限・

義務を有し、各州での結核対策は州保健局が任命する州結核担当官（GTC）が責任者であ

る。さらに州の下に郡（District）が全国に約300 ある。郡には郡結核対策担当官（DTC）を

置き、郡内の結核患者の登録、患者管理、四半期報告を行う。

　　

（3）国立結核研究所（NTI）

　　国立結核研究所は各州の管轄する地方の一医療機関であると同時に国家結核対策を技術的

に支援する国レベルの研究機関である。

３－１－３　ワークショップの結果

　現地調査時に、国家結核対策プログラム（NTP）、NTI、GTC、１人中央のカウンターパートを

入れ、ファシリテーターになってもらった。しかし、③５項目評価はほとんど初めてであり、理

解に苦労していたが、時間的な制限上、十分に理解しないまま評価作業を行うことになり、深く

掘り下げることはできなかった。そのため、ワークショップにおけるグループワークの結果は

今回の終了時評価の参考資料とするにとどめた。

　しかし、全体的な印象として、参加者は活発に意見交換をしており、真剣に業務に取り組んで

いることが想像される。GTS や DTS の定期的な会議などにプロジェクト・デザイン・マトリッ

クス（PDM）を使用してモニタリングを実施していれば、カウンターパートの理解度も高く、よ

り精度の高い結果を得られたと考えられ、教訓とする。詳細なワークショップの結果は付属資料

４．を参考とする。

３－２　プロジェクト実績の確認

　本節では、評価調査時点における投入及び活動の実績、並びに成果、プロジェクト目標、上位

目標の達成状況について取りまとめる。

３－２－１　投入実績

　日本側及びイエメン側の主な投入実績は、次に示したとおりである。
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表３－２　日本人長期専門家派遣状況（2004 年２月末現在）

1999年

18,991,000

1,658,794

合　計

141,076,461

10,111,624

151,1888,085

年　度

供与機材

携行機材

総　額

2000年

33,601,313

2,480,681

2001年

23,944,726

219,488

2002年

24,659,422

1,888,411

2003年（予定）

39,880,000

3,864,250

（1）日本側投入

a）　専門家派遣

　　2004年２月末現在で、長期専門家計４名、短期専門家延べ23名、延べ27の専門家を派

遣している。なお、2003 年３月に多剤耐性結核サーベイの短期専門家１名、５月には結

核対策の短期専門家が２名派遣される予定である。現在派遣中の長期専門家は２名で表

３－２の通りである。また、専門家の派遣実績については付属資料６．参照のこと。

分　野

チーフアドバイザー

調整員

派遣期間

2002年４月22日～2004年８月７日

2001年７月22日～2004年８月７日

b）　供与機材

　　５年間（2003 年度見積額含む）で総額約１億 5,118 万円２の携行機材を含む機材が供与

された。年度別供与額は、表３－３のとおりである。主な機材は、顕微鏡、インキュベー

タ、セイフティキャビネット、巡回用バイク、巡回用車輌などである。機材リストは付属

資料６．参照のこと。

表３－３　機材供与

（円）

c）　研修員受入

　　５年間で計 21 名の研修を本邦研修に受け入れた。研修員受入実績は、巻末資料参照の

こと。なお、プロジェクト終了時までに、１名の派遣予定がある。

　　これまで、日本で研修を受けていない NTP 関係者の大多数は英語でのコミュニケー

ションに問題があったためで、2004 年５月にエジプト NTP によるアラビア語での「結核

対策研修」並びに「結核菌検査管理研修」を実施し、４名が派遣される予定である。

d）　ローカルコスト

　　日本側は５年間（2003 年度見積額含む）で総額約 6,797 万円を負担した。このうち、

4,527 万円を国家結核対策活動経常費へ投入してきた。年度別負担額は、表３－４のとお

りである。詳細については巻末資料参照のこと。

注２　１米ドル＝125円で換算。
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（2）イエメン側投入

a）　人員の配置

　　プロジェクト期間中、日本人専門家は、以下のイエメン側カウンターパートとプロジェ

クトを実施した。

・保健省医療サービス・PHC 担当次官

・保健省結核対策課長

・イエメン国家結核対策プログラムにおけるすべてのレベルの技術職員

（中央及び州レベルの主なカウンターパートは付属資料６．参照のこと）

b）　運営コストの負担

　　イエメン側は５年間（2004 年度見積額含む）で総額約 6,400 万イエメンリアル３を負担

した（NTP 活動費）。年度別負担額は、表３－５のとおりである。

表３－５　運営コスト

（イエメンリアル）

表３－４　現地業務費

（円）

1999年

8,401,172

5,006,045

合　計

67,976,915

45,276,347

年　度

合　計

（うち結核

対策費）

2000年

14,777,050

9,435,900

2001年

12,782,761

8,633,919

2002年

16,142,932

10,622,483

2003年（予定）

15,873,000

11,578,000

1999年

現物支給

2004年（予定）

28,000,000

年　度

州への予算を

含めた活動費

2000年

現物支給

2001年

9,000,000

2002年

18,000,000

2003年

21,000,000

３－２－１　活動実績

　現在は、2002 年の９月に改訂された PDM に沿って、活動が実施されている。活動の実績を総

括すると、指標は、中間評価調査時点（2002 年９月）から目立った進捗はなく、また、改善すべ

き問題点もそのまま残されている。特に、中間評価調査時点で加えられた活動項目である「１－

５　保健師（PHW）会議においてヘルス・ユニットのヘルス・ワーカーに対して研修を実施する」

と「５－４　ツベルクリン調査の実施可能性についての調査を含めたオペレーショナル・リサー

チを実施する」はまだ開始されていない。このほか、「２－４　民間セクターにおける結核薬の

販売の禁止条例を公布する」は政治上の検討が必要なため開始されていない。「３－３　DTC及

び GTC からの巡回指導による薬剤在庫状況月次報告を確実にする」は地方のシステムはまだ確

立されてなく、「１－６　２年ごとに PHW への再研修を行う」「５－２　国家レベルでのツベル

クリン調査を実施する」は主に予算的な問題で開始されていない。以下に、各活動の実績状況

を詳述する（全く活動が実施されていないものには進捗の欄に○印をつけた）。

注３　１イエメンリアル＝0.75円。
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成果１の活動（結核患者発見・診断機能が改善される）

活　動

１－１　ヘルス・ユニット

のPHWに対して定

期的に研修を実施

する。

１－２　新規に移動してき

たヘルス・スタッフ

に対して研修を実

施する。

１－３　GTC ／州検査監

査官（GLS）会議に

おいて G T C 及び

GLS に対する研修

を実施する。

１－４　DTC 会議におい

て、DTCと検査技師

に対する研修を実

施する。

１－５　PHW 会議におい

てヘルス・ユニット

のPHWに対して研

修を実施する。

１－６　２年ごとに PHW

への再研修を行う。

中間評価調査時（2002年９月）

　2002年に始まり、ラヘジ、ホデイダ、

ハッジャ、マフウィートの４州をモデ

ル地区として活動が続けられている。

年約 300 人の研修を実施する予定で

あったが、既に現時点で300人以上が

２日間の研修を受けた。ヘルス・ユ

ニットへのトレーニングは、全国約

1,500ユニットへ広げる予定である。

　定期的に実施され活動ではなく、異

動で新規に配属される人材が出てきた

際に実施される。プロジェクトの開始

から、GTCの異動はないが、DTCの異

動はかなり見受けられた。それらDTC

の研修がGTC主導で実施されている。

研修はDOTS 拡大のために実施されて

いるDTCと一緒に行われ、予算上も取

扱も同じであるため、研修受講者の人

数は中央ユニットでは把握していな

い。

　GTC 会議は年に２回、各３日間実施

されているが、３日とも研修が行われ

ていないため、研修の意味での成果は

あげていない。

　GLS会議は年に１度、４日間行われ

ており、そのうち３日間が会議、１日

が研修に割り当てられる。

　マハラ州を除くすべての州におい

て、DTC 会議におけるDTC への訓練

は最低１回は実施された（多いところ

では５回）。

　DTC 会議に検査技師を含めること

は、今回決められた。

　この活動は今回新たに加えられた。

　予算不足のため、いまだに実施され

ていない。

進捗

○

○

終了時評価時（2004年２月）

　ホデイダ、ラヘジでの研修は終了、

ハッジャ、マフウィートでは終了間近

である。他の州は現在研修を実施中で

ある。2003年12月までに1,500ヘルス・

ユニットのうち441ユニットの研修が

終了した。

　新規及び交代要員への研修は定期的

に実施されている。再研修に関して

は、予算不足のため、定期的には行わ

れていない。

　GTCとGLSへの再研修はGTC/GLS

会議のなかで実施されている。

　DTCと検査技師への再研修はDTC/

Laboratory technician合同会議で実施さ

れている。

　PHW 会議は予算不足により実施さ

れていない。

　予算不足により実施されていない。
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活　動

１－７　適切な基準で訓練

を実施する候補者

を選ぶ。

１－８　総合病院及び私立

病院の医師に対す

るセミナーを実施

し、NTP マニュア

ルを配布する。

１－９　NTP 戦略の実施

に総合病院及び民

間セクターを参画

させる。

１－10　地理的状況・人口

分布を考慮して、

診断センターを設

立する。

１－ 11　定期的な精度管

理により、検査室

ネットワークを強

化する。

１－ 12　すべての保健施

設へ保健教育教材

（ポスター、パンフ

レット、ビデオ）を

配布する。

中間評価調査時（2002年９月）

　訓練を受けたPHW が他のポストへ

移動したり、仕事を辞めたりする問題

が出ること避けるための活動である。

訓練候補者の選抜及び人事管理は、州

保健局で行われるため、州保健局に対

して、結核対策の訓練を受ける人材を

適切に選ぶよう、保健省が指導してい

るが、その重要性を理解していない州

がある。

　1999年より年に１回程度実施されて

いる。2001年のセミナーの人数は132

人であった。参加対象者と人数は、

NTP/NTIからの要請とその年の予算に

よって決められてきた。

　民間セクターは NTP 戦略実施に参

加していない。GTCは民間セクターの

参加の重要性を認識しているが、州保

健局長の認識が足りないというのが保

健省結核対策課の見方である。

　188の検査室がつくられたが、その

うち機能しているのが、134のみであ

る。54の検査室は、検査技師の不足か

ら、結核検査を行っていない。

　スライド検査については、21州のう

ち、14州において四半期に１度実施さ

れており、巡回指導についても四半期

ごとに行っている。

　イエメン全国に存在する 121 の病

院、473のヘルス・センター、約1,500

のヘルス・ユニットのうち81病院、約

200のヘルス・センター、約300のヘル

ス・ユニットへポスター、パンフレッ

トを配布したが、現時点での在庫状況

は確認しておらず、必要に応じて補充

する必要がある。ビデオ教材は30～40

ほどを保健施設へ配布した。

進捗 終了時評価時（2004年２月）

　国内外の研修への参加候補者は適切

な基準で選考されている。

　サナア州の総合病院及び私立病院

の医師、およそ 200 人へセミナーが

2003年に実施された。

　サナア州の総合病院及び私立病院

の医師、およそ 200 人へセミナーが

2003年に実施された。

　地理的状況・人口分布の状況に応じ

て診断センターを設立した。

　GLSは指名され研修を受けた。GLS

は定期的に精度管理を行った。

　保健教育教材（ポスター、パンフ

レット、ビデオ）はGTCへ渡され、直

接監視下短期化学療法（DOTS）が実

施されている保健施設へ配布された。
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活　動

１－ 13　保健教育のため

にマスメディア（ラ

ジオ、テレビ、新聞）

を利用する。

１－ 14　世界結核デーに

アドボカシーイベ

ントを実施する。

中間評価調査時（2002年９月）

　テレビ、ラジオで結核に関する健康

情報を不定期にスポット放送したこと

がある。今後もマスコミの利用を適宜

する。

　2000年と 2001年には、結核対策の

セレモニーを実施し、結核対策に関す

る保健教育のビデオ放映を行った。

　2002 年には WHO の予算がつかな

かったので、学校において結核教育の

講義のみ実施した。

進捗 終了時評価時（2004年２月）

　マスメディア（ラジオ、テレビ、新

聞）は、世界結核デーのおりに、保健

教育のために利用された。

　世界結核デーにラジオやテレビをと

おして、結核対策プログラムを放送、

ポスターを配布、式典をするなど、ア

ドボカシーイベントを実施した。

成果２の活動（適切な患者管理により結核の治療機能が改善される）

活　動

２－１　患者との関係に重

点をおいて、PHW

に対して保健教育

の訓練を実施する。

２－２　すべての保健施設

において NTP 政策

の適用を確実にす

る。

２－３　総合病院及び私立

病院の医者に対す

るセミナーを実施

し、NTPマニュアル

を配布する。

２－４　民間セクターにお

ける結核薬の販売

の禁止条例を公布

する。

中間評価調査時（2002年９月）

　患者との関係についての項目は、成

果１に相当する活動で使用する機材に

含まれている。

　DOT S を実施している保健施設

（１－12に記されている保健施設）に

おいてはNTP 政策が適用されている。

　（１－８）で実施されるセミナーに、

患者管理に関する項目が盛り込まれ

た。

　前保健大臣に対し、NTPより問題提

起を行ってきたが、対策がとられる段

階まで至らなかった。今後、抗結核剤

の取扱に関する政府関係者、関係機関

によるラウンドテーブル会議を開催

し、この問題についても言及する予定

である。

進捗

○

終了時評価時（2004年２月）

　PHW に対して、患者との関係に重

点をおいて研修が行われている。

　研修と監督をとおしてすべての保健

施設に対し、NTPの政策を確実にして

いる。

　サナア州の総合病院及び私立病院

の医師、およそ 200 人へセミナーが

2003年に実施された。

　政治上の検討が必要なため、まだ、

行われていない。
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活　動

２－５　DOTS 実施のた

め、ボランティアを

活用してコミュニ

ティー参加の促進

を行う。

２－６　DOTS 実施のた

め、他プログラムと

の調整を行う。

中間評価調査時（2002年９月）

　着手されたばかりである、地元NGO

である CSSW(Charitable Society for

Social Welfare)によって、サナア市で

21人ボランティアにトレーニングを実

施した。今後、２、３か月後に、ボラ

ンティアの活動状況を評価し、その結

果によってボランティアによる活動を

拡大させるかどうかを決定する予定で

ある。

　結核対策とマラリア対策で顕微鏡の

共有が可能な地域では協力することと

なっている。また、結核患者における

HIV感染の調査を予定するなど、マラ

リア対策、HIV対策などのプログラム

との調整が行われている。

終了時評価時（2004年２月）

　コミュニティーボランティアにはイ

スラハ（イスラム教の慈善協会）と協

調してサナア郡のひとつで研修が実施

された。オペレーショナル・リサーチ

で、サナア市においてこのボランティ

アの参加効果を観察する計画がある。

　タイズではドイツ救らい協会

（GLRA）と協調してDOTSの拡大に協

力している。

進捗

成果３の活動（在庫管理システム確立により薬剤及び資機材の供給システムが改善される）

活　動

３－１　十分な予算確保の

ために、保健省の上

級官僚とのアドボ

カシー会議を開く。

３－２　適切かつタイム

リーに薬剤調達を

するために、薬剤基

金、薬剤供給部、

NTP との会議を開

く。

３－３　DTC及びGTC か

らの巡回指導によ

る、薬剤在庫状況月

次報告を確実にす

る。

中間評価調査時（2002年９月）

　必要に応じて開催されている。

　2001年６月に、問題が起きた際、必

要に応じて会議を開いており、NTPが

薬剤基金を通じて抗結核薬を調達し、

NTPガイドラインに沿って配布すると

の、暫定的な取り決めがなされた。今

後、抗結核剤の取扱に関する政府関係

者、関係機関によるラウンドテーブル

会議を開催する予定である。

　まだ実施されていない。薬剤在庫管

理のための記録システムは現在構築中

であり、薬剤在庫管理のための小冊子

などが作成されている。

進捗

○

終了時評価時（2004年２月）

　運営指導調査団がイエメンに来たと

き、保健省の上級官僚とのアドボカ

シー会議を数回行った。

　薬剤基金、薬剤供給部、NTPとの会

議は2002、2003年の２回短期専門家に

よって実施された。

　地方レベルでは薬剤在庫システムは

確立されていない。州のロジスティッ

ク担当者のための訓練が行われてい

る。
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活　動

３－４　DTC からGTC及

び GTC から中央へ

の四半期報告を確

実にする。

３－５　中央から州レベル

への四半期ごとの

薬剤供給を確実に

する。

中間評価調査時（2002年９月）

　いくつかの郡、州は提出に遅れがみ

られるものの、DOTSを実施してる郡

とマハラ州を除くすべての州から、四

半期報告書が提出されている。
　中央から州への薬剤供給は現在の
ところ四半期ごとに供給されている。

進捗 終了時評価時（2004年２月）

　いくつかの州を除き、DTCからGTC

へ、GTCから中央へ四半期報告がなさ

れている。

　薬剤は四半期報告書提出とともに請

求され、中央から州へ供給される。

成果４の活動（記録・報告システムの標準化により結核対策のモニタリングシステムが向上する）

活　動

４－１　GTC とDTCによ

る定期的な巡回指

導を実施する。

４－２　平地ではバイク、

山岳地帯では車両

を使って、DTC に

よるヘルス・ユニッ

トとの定期的監督

を実施する。

４－３　問題のあるヘル

ス・ユニットへの

DTC/GTCによる毎

月の巡回指導を実

施する。

４－４　十分な運営費を確

保するために、GTC

は州保健事務局長

とのアドボカシー

会議を開く。

中間評価調査時（2002年９月）

　GTCによる定期的巡回指導は、四半

期に１度実施されているが、DTCによ

る巡回指導は、まだ定期的には実施さ

れていない。

　DTCによる巡回指導はまだ定期的に

実施されておらず、DOTSを実施して

いる郡のうち約50％のDTC が定期的

な巡回指導を行っていると保健省結核

対策課では推定している。郡による巡

回指導のシステムは現在構築中であ

る。

　DTCによる定期的な巡回指導もいま

だ制度化していないため、問題のある

ヘルス・ユニットへの巡回指導が行わ

れているかどうかは、個々のDTCによ

る。GTCについては、少なくとも定期

的な巡回指導は実施されているが、問

題のあるヘルス・ユニットへの巡回指

導の実施状況については、個々のGTC

に任されている。ただし、現状では予

算不足のため、十分な巡回指導のため

の予算が確保されていない。

　来期予算より、これまでNTPのCU

から分配されていた州結核対策予算

が、州ごとで予算化されることになっ

たので、GTCと州保健局とのアドボカ

シー会議は今年より開始されている。

進捗 終了時評価時（2004年２月）

　予算が問題で活動が制限されている

が、GTC からDTC への定期的な巡回

指導は実施されている。

　DTC はヘルス・ユニットへバイク

を使って定期監督を実施している。

157台のバイクがこのために供与され

た。

　予算の制限により、問題のあるヘル

ス・ユニットへのDTC/GTCによる巡

回指導が四半期ごとに実施されてい

る。

　ほとんどの州で保健事務局長とGTC

はアドボカシー会議を開いているが、

現在の経済状況では予算確保は難し

い。
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進捗活　動

４－５　レファラル機能と

フィードバック機

能の強化を行う。

中間評価調査時（2002年９月）

　レファラル・システムとフィード

バック・システムはいまだ機能してい

ない。特に、紹介した場合でも、その

患者についてのフィードバックがほと

んどされていないので、FAXを指導し

て、レファラル・システムとフィード

バック・システムを強化していく予定

である。

終了時評価時（2004年２月）

　DTC会議は転送された患者について

の情報交換に使われている。アデン地

域ではオペレーショナル・リサーチで

GTC間の情報交換が行われる予定であ

る。

成果５の活動（イエメンの結核問題について認識が深まる）

活　動

５－１　州と郡の人口統計

情報を入手する。

５－２　国家レベルでのツ

ベルクリン調査を

実施する。

５－３　MDR 調査を実施

する。

５－４　ツベルクリン調査

の実施可能性につ

いての調査を含め

たオペレーショナ

ル・リサーチを実施

する。

中間評価調査時（2002年９月）

　州及び郡の、人口統計情報は保健省

結核対策で入手されている。

　いまだ実施されていない。

　いまだ実施されていない。多剤耐性

結核菌（MDR）調査は2003 年に実施

するために準備中である。

　今回新しく追加された活動である。

2003年に実施するために、診断遅延分

析実施の準備中である。

進捗

○

終了時評価時（2004年２月）

　州と郡の人口統計情報は入手できる

が、数年間更新されていない。統計局

を通して情報を入手することは難し

い。

　国家レベルでのツベルクリン調査は

財政的、技術的な問題で行われていな

い。

　2004年１月に開始された。

　世界保健機関（WHO）／東地中海地

域事務所（EMRO）の奨学金の支援を

受けて３つのオペレーショナル・リ

サーチが実施中である。この他の計画

もある。

３－２－３　成果の達成状況

　成果の達成状況を、現行の PDM における各指標をもとに確認した。各成果の達成状況を総括

する。成果１は「改善されているが、達成されていない、州間格差が大きい」、成果２は「達成

された」、成果３は「一時達成されたが、終了時、数値の入手ができず確認できない」、成果４は

「改善されているが、達成されていない」、成果５は「低い」と要約される。したがって、成果

２のみ達成され、成果１、３、４ついては、一部州が達成レベルに到達していない。成果５は日

本人専門家の投入が少ない領域であったためか調査研究が低調であり、達成されていない。詳

細は付属資料７．参照。
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成果１：「結核患者発見・診断機能が改善される」の達成状況

指標１－１：精度管理のため少なくとも３か月ごとには、定期的なスライド検査が、レファラ

ンス・ラボラトリーで行われる。

　→2003年第１、第２四半期には、16州から報告があり、そのうち 13州が精度管理を実施し

た。2003 年第３、第４四半期には 16 州から報告があり、そのうち 10 州が精度管理を実施し

た。

　12 州のうちアル・ジャウフ、シャブワ、アル・マーラ、セイユンの４州はまだ GLS が任命

されていない。４州に加えて、アル・バイダの活動も活発とはいえない。残り 16 州からは定

期的に四半期報告がされているが、すべての州が定期的に精度管理を実施しているわけではな

い。

　ただし、スライドの検査枚数でみると、1998 年では 1,012 枚であったが、1999 年 1,252 枚、

2000 年 3,004 枚、2001 年 3,390 枚、2002 年 6.417 枚と増加している。また、NTP は 1999 年に

7 名、2000 年７名、2001 年 11 名、2002 年 14 名、2003 年 17 名の GLS に対し研修をし、その

数も徐々に増加している。

指標１－２：農村部ラボへの監督のための定期的な訪問が少なくとも１年に２回は実施され

る。

　→全国で 197 の検査室があり、184 が結核対策のために機能している。アル・バイダを除く

16 州が定期的に年４回巡回指導している。

指標１－３：精度管理検査による偽陽性、又は偽陰性が５％を超えない。

　→偽陽性、偽陰性の比率は 2001 年に期待された指標のレベルに達し、その後維持されてい

る。1999 年に偽陽性と偽陰性は 15.1％と 3.8％であったが、2001 年では 4.1％と 1.2％と指標

のレベルを達成し、本評価調査時点でも 1.9％と 0.8％で、達成指標を大きく上回っている。

1999年

15.1

3.8

2003年上半期

1.9

0.8

年

偽陽性

偽陰性

2000年

13.1

1.5

2001年

4.2

1.2

2002年

3.8

0.9

表３－６　偽陽性と偽陰性の比率

（％）

指標１－４：新規に発見された肺結核のうち喀痰塗沫陽性の患者の割合は、それぞれの州にお

いて 50％を超える。

　→ 2003 年第１、 第２四半期で、新規に発見された肺結核のうち喀痰塗沫陽性の患者の割合

は、全国平均では 50％を超えているが、州レベルで 50％を超えたのは８州である。
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アデン

40.5

アル・マフウィート

43.2

ラヘジ

39.6

ジャブワ

27.8

アル・ジャウフ

 -

ハッジャ

45.1

サナア州

56.9

アビヤン

36.2

アル・マーラ

 -

イッブ

72.4

セイユン

10.0

アル・バイダ

73.1

アムラン

80.6

マーリブ

26.5

タイズ

76.5

アル・ダーリア

45.3

ダマール

59.0

サーダ

42.9

全　国

51.5

アル・ホデイダ

68.6

ハドラマウト

35.4

サナア市

51.1

表３－７　肺結核における喀痰塗沫陽性患者の割合

（州）

成果２：「適切な患者管理により結核の治療機能が改善される」の達成状況

指標２：実施下における新規喀痰塗沫陽性患者のうち、脱落者が 10％を超えない。

　→2001 年、2002年第１、 ２四半期では9.5％と 10％を超えていない。 フェーズⅡ実施時の

1998年には脱落者は11.6％であり、プロジェクト開始早々の1999年には8.7％に達成した。し

かし、2000年におきた不安定な薬剤供与状況が一時的に脱落者の増加に繋がったが、その後回

復している。

2002年上半期

9.5

1998年

11.6

1999年

8.7

2000年

12.5

2001年

9.5

表３－８　新規喀痰塗沫陽性患者の脱落者

（％）

成果３：「在庫管理システム確立により薬剤及び資機材の供給システムが改善される」

指標３：95％以上の郡は薬剤に欠乏していない。

　→2002年中間評価調査時点では指標を達成していたが、本調査では数値確認ができず、   達

成度は不明である。特に、抗結核薬の供給システムについては昨年下半期から導入された新

方式（各州の GTC が直接保健省に受け取りに行く）が非効率的であるとの指摘が多くみられ

た。

成果４：「記録・報告システムの標準化により結核対策のモニタリングシステムが向上する」

の達成状況

指標４：95％以上の郡と 100％の州が定期的に四半期報告を実施する。

　→2003年の第１～第３四半期までに少なくとも１回は、四半期報告をしたのは21州のうち

18 州で 86％、259 郡のうち 230 郡で 89％である。報告書の正確性迅速性には問題を残すもの

の、2003 年にシステムが確立され、以降徐々に向上している。
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成果５：「イエメンの結核問題について認識が深まる」の達成状況

指標５：調査／研究報告書が発行される。

　→達成すべき指標としての調査研究報告書は発行されていない。日本人専門家の投入が少な

い領域であったためか調査研究活動は低調であった。MDR サーベイは進捗が遅れていたが、

開始されたところである。しかし、ここ１、２年で国際結核肺疾患予防連合（IUATLD）会議

（マニア、パリ）での研究発表があり、３人のカウンターパートが世界保健機関（WHO）／東

地中海地域事務所（EMRO）の研究助成金を受け、オペレーショナル・リサーチを実施してい

るという明るい兆しもみえる。

３－２－４　プロジェクト目標の達成状況

　プロジェクト目標は「国家結核対策プログラム（NTP）がイエメン全域に広がる」である。

（1）「 すべての郡で DOTS による結核対策が行われる」、（2）「新規喀痰塗沫陽性患者の 80％以

上が DOTSで治療される」、（3） 「その治療成功率が 85％以上となる」という３つの指標が設定

されている。

　総括すると、指標の（1）（2）は達成され、（3）は 81％台でとどまっており目標に至っていな

いが、DOTS普及の第一目標はほぼ達成したといえる。特に、途中３回にわたる専門家の国外退

避や国内移動制限など様々な活動上の制約が生じたにもかかわらずおおむね順調に推移し、プロ

ジェクト開始時と比較すると大きな進展がみられる。以下に詳述する。

指標１：すべての郡で DOTS による結核対策が行われる。

　DOTS戦略を実施している郡に住む人口はイエメン全体の98％を占めており、ほぼ達成した

といえる。ただし、政治的背景により毎年のように増加する郡ごとの正確な人口統計がない

なかで正確な DOTS カバー率を引き出すのは事実上困難である。

表３－９　DOTSによる結核対策が行われている郡の数と人口

州

16

20

43.2

21

21

21

人口の比率（％）

52

82

89

97

98

年

1998

1999

2000

2001

2002

イエメン

郡

113

175

206

248

259

288

人　口

8859

13999

15213

16548

16757

17071

郡の比率（％）

39

61

72

86

90

指標２：新規喀痰塗沫陽性患者の 80% 以上が DOTS で治療される。

　94％を達成し、目標を大きく上回る結果となっている。
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指標３：その治療成功率が 85％以上となる。

　一時、抗結核薬不足の影響により低下したものの、翌年には回復している。しかしながら、

81％台にとどまっており、目標の 85％には達していない。

表３－ 11　治療成功率

（％）

2002年上半期

81.7

1998年

79.7

1999年

82.6

2000年

77.9

2001年

81.4

（1）上位目標の達成状況

　　上位目標は「イエメンにおける結核の罹患率、死亡率、感染率が減る」である。その指

標として（1）「年間結核患者推定発生率」、（2）「年間結核感染危険率（ARI）」が設定され

ている。

　　WHO による推定発生患者の５割弱を DOTSで治療しているにすぎず、プロジェクト目

標の達成度からDOTS普及の最初のハードルをクリアしたといえるが、その真の普及の点

ではいまだ不十分である。したがって、DOTS普及率、治療成功率から上位目標の到達に

貢献していると推測できるが、この国の結核対策はストップ結核パートナーシップ（世界

的な結核運動体）の合言葉である「推定される患者の 70％を DOTS で治療し、その 85％

が治癒される」をできるだけ早期に達成するために、次の段階に進まなければならな

い。 また、根本的な問題として2001年より減少している登録患者数の原因を早急に解明

し、必要な対策を講じなければならない。（2）の統計は入手できなかった。

３－３　プロジェクトの実施プロセス

　プロジェクトの実施プロセスについてはプロジェクトオフィスから情報を入手した。

（1）PDM の変遷

　　本プロジェクトの最新 PDM が PDM4 であるが、活動を含め PDM の内容が固まったのは

PDM ３からである。

1）PDM １：1999 年 11 月（短期専門家による PCM ワークショップにて作成）

2）PDM ２：2001 年６月（運営指導調査時にて改訂）

3）PDM ３：2001 年８月（短期専門家によって改訂）

4）PDM 4：2002 年９月（中間評価調査時にて改訂）

　　主な作成経緯は以下のとおりである。

1999年

76.1

2003年上半期

94.0

1998年

61.1

2000年

80.1

2001年

85.4

2002年

90.9

表３－ 10　DOTS で治療される新規喀痰塗沫陽性患者の比率

（％）
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1）　PDM １

　　実施協議調査（1999 年７月）の時点では、結核対策の場合、プロジェクト目標や活動の内

容はほぼ他の結核対策と同じなので、特に討議議事録（R ／ D）調印時には必要ないとの認

識であった。したがって、R ／ D に PDM はマトリックス表として添付されていない。ただ

し、R ／ D の ANNEX に活動目的、成果、活動内容について箇条書きにて記載されている

（実施協議調査団報告書：平成 12 年２月 p24）。一方、実施協議団の派遣後の 1999 年

11 月、下内短期専門家によってプロジェクト・サイクル・マネージメント（PCM）ワーク

ショップが行われたが、この時点でも PDM のマトリックス表としては残っていない。また

実行計画表（PO）につては、暫定実施計画表（TSI）を R ／ D に添付するにとどめている。

2）　PDM ２

　　2001年６月の運営指導調査団がイエメンに入った際に上記の内容を基にPDM表の形式に

添ってつくられた。内容は『プロジェクト目標の指標のひとつを「85％治癒」から「85％治

療成功」に変更した以外には大きな変更はなかった』とのコメントが江上チーフ・アドバイ

ザーの四半期報告書に記載されている。変更内容が少なかった理由は、PDM の変更は、

2001年８月にイエメン入りが決まっていた下内短期専門家に更新を依頼する予定であったた

め、運営指導調査団は PDM の変更については時間をかけていない。また、TSI についても

同様に下内短期専門家に更新を依頼する予定であった。

　　以下の記述が、運営指導調査団の対処方針会議議事録にある。

・本プロジェクトの PDM は R ／ D 締結後、カウンターパートと専門家により作成された

もの。調査団のミニッツにより合意されたものではない。作成年月も1999年11月と古い。

時間的な制約があるため、PDMの上位目標、プロジェクト目標、成果及びそれらの指標に

ついて中心に見直しを行い、ミニッツにて合意する。

・活動については、可能であれば検討するが、時間がない場合は８月に派遣予定の下内専門

家に託す。

・今後の活動に関する詳細については、下内短期専門家に託すが、必要であれば TSI の修正

を行い、ミニッツにて合意する。

3）　PDM ３

　　2001年８月に派遣された下内短期専門家が再度担当した。この時、POも作成されたが、

評価団ではないため書面での合意（サイン）などは行われなかった。同時期、WHO の評価

団もイエメン入りし、今後の活動の計画が決まった。その約１か月後に９月 11 日を迎え、

長期専門家２名は約３か月間の一時退避なった。

4）　PDM ４

　　2002 年８月中間評価団により、PCM ワークショップが開催され PDM が改訂された。さ

らに、PO も作成され、ミニッツとして合意（サイン）された。

　　PDM ３から PDM ４は以下のように改訂された。

・上位目標の指標を「年間結核推定発生率」「年間結核感染危険率」と定め、その入手手

段をそれぞれ「イエメン結核対策年間報告書」「ツベルクリン・サーベイの結果」と定め

た。

・活動項目の旧（１－３）「DTC 会議において DTC に対する研修を実施する」を「DTC 会

議において DTC と検査技師に対する研修を実施する」に変更した。
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・活動項目の旧（１－３）の前後に、「GTS/GLS 会議において GTC 及び GLS に対する研

修を実施する」及び「PHW会議においてヘルス・ユニットのPHWに対する研修を実施す

る」を追加した。

・活動項目の旧（１－７）の表現「総合病院及び私立病院に対する要件を設定する」を「NTP

戦略の実施に総合病院及び民間セクターを参画させる」に修正した。

・活動項目の旧（１－８）「地理的条件を考慮して、診断センターを設立する」を「地理

的状況・人口分布を考慮して、診断センターを設立する」に修正した。

・活動項目の旧（２－５）と旧（２－７）をひとつにまとめ、「DOTS 実施のため、ボラ

ンティアを活用してコミュニティー参加を促進する」に修正した。

・活動項目の旧（２－８）と旧（４－５）は内容が同じであるので、旧（２－８）を削除

した。

・活動項目の旧（５－２）「実施予定調査を決定する」は、PDM に入れる項目ではないた

め削除した。

・活動項目の最後に、（５－４）として「ツベルクリン調査の実施可能性についての調査

を含めたオペレーショナル・リサーチを実施する」を追加した。

（2）長期専門家のイエメン退去

　　安全管理上の理由により、長期専門家が一時イエメンを退去した。

・1999年９月20日～10月４日（14日間、江上・渡邉専門家、９月23日の大統領選挙の影響）

・2001 年１月 13 日～４月 11 日（91 日間、江上専門家、2000 年 10 月 12 日アデンでの駆逐艦

爆破事件の影響）

・2001 年９月 22 日～ 11 月 28 日（68 日間、江上・伊達専門家、2001 年９月 11 日ニューヨー

クでのテロ事件の影響）

（3）安全管理上の活動制限

　　サーダ、マーリブ、シャブワ、ジャウワの４州は渡航制限地域にあたるため、日本人専門家

の々地域への出張は行われていない。

（4）モニタリング体制

　　PDM の経過にあるように、活動を含め PDM の内容を含め固まったのが 2001 年の 8 月であ

る。また、本プロジェクトは３回にわたって PDM の見直しをしているが、モニタリングや進

捗の確認にPDMが活用されていないためか、カウンターパートのPDMの認知度や理解度が低

い。特に活動レベルのモニタリングが不十分で、GTC、GLS会議などが定期的にあるにもかか

わらず機会を利用しなかった。そのため、活動内容の妥当性に疑問がのこるような項目も結

局、活動が実施されないままになっており、PDMツールとして活用していれば、おそらくさら

に効率よく活動が実施できたであろうと考えられる。

３－４　団長所感（財団法人 結核予防会 結核研究所 所長 森　亨）

　今般のミッションでは、コンサルタントや専門家による調査を行い、あわせて無償供与され落

成間もないアデン地方結核対策センターの視察、同センターで開催された州結核対策調整官会
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議への出席、アビヤン州関連施設の視察や関係者との面談を行ったあとサナア市でのプロジェク

ト合同調整会議や関係者との面談を行いました。これらに基づき調査団としての結論を議事録と

してまとめ、イエメン側と合意の署名を交わしました。議事録の大要と私の見解を含めた所感を

以下のように申し述べさせていただきます。

１．20年間に及ぶ日本政府とイエメン政府の協力による結核対策への協力プログラムは、その間

に実施された無償供与プログラムと併せて、所期の、ある意味でそれ以上の成果を収めること

ができた。これは世界的に推奨されている結核治療方式の広範な適用とその優れた成績として、

その達成状況が数的に示されており、世界結核大会の賞賛するところとなっていることでも

明らかである。

２．協力開始当初はイエメンの結核対策を含む公衆衛生行政やその技術は極めて混沌・稚拙な

ものであり、協力の実施は極めて処方的な段階から始めなければならなかった。このことを

考えながら近年の結核対策の展開をみると、その体制の整備、職員の技術水準の向上には瞠目

を禁じ得ない。

３．この驚嘆すべき発展の原因としては、もちろんその間に起こったイエメン社会の急速な近代

化を無視することはできないが、結核対策に関する限り、基本的にはプロジェクトの人材開発

に向けた長年の地道な貢献、特にカウンターパート職員の日本での研修、現場でのプロジェク

ト活動を通しての訓練、長期・短期専門家の人的影響力などに帰すべきであろう。

４．その他の重要な成功の原因としては、1994 年以降世界を席巻した結核対策プログラム戦略

「DOTS」にプロジェクトが積極的に取り組んだことがあげられる。これによってイエメン結核

対策は WHO/EMRO を始め WHO 本部、ストップ結核イニシアティブ、IUATLD の技術的支

援を広範に受けることができ、本プロジェクトの協力と相まってイエメン側対策関係者の動

機づけを大いに促した。

５．この間に発生した政治的混乱とそれによる活動の中断や制限にこのプロジェクトがよく耐え

て、協力が決定的な損失を被らなかったことも特筆したい。これにはプロジェクトに対する

カウンターパートの厚い信頼感があってのことと考える。

６． 技術協力プロジェクトに協調して無償供与プログラム（結核対策センターを４か所に建設）

が行われたこともこのプロジェクトの成功に寄与した。ただしNTI（サナア・センター）にみ

られるように必ずしも全期間にわたって成功裏に機能を発揮しているといえないものもあり、

このような施設の供与はその目的・規模等について慎重な考慮が必要であることを痛感させら

れている。

７．DOTS の定着の点ではイエメン結核対策計画は最初のハードルを見事にクリアしたが、

WHO による推定発生患者の５割弱をDOTS で治療しているに過ぎず、その真の普及の点では

いまだ不十分である。したがってこの国の結核対策は、ストップ結核パートナーシップ（世界

的な結核運動体）の合い言葉である「推定される患者の 70％を DOTS で治療し、その 85％を

治癒させる」をできるだけ早期に達成するために次の段階に進まなければならない。

８．上記のためにはイエメン自身の努力がもちろん最重要であるが、いまだに完全に自立する

ことは不可能である。一方国際的にはこのような貧困国の対策努力を援助するための機構がい

くつか設立されており〔例：世界抗結核薬基金、エイズ・結核・マラリア対策世界基金

（GFATM）〕など、イエメンのそれらの利用に大いに関心をもっている。しかしこのような資

金を適切に活用するための技術については外部の協力は欠かせない。したがって今後のイエメ
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ンにおける結核対策の協力のうえで人的資源の開発がこれまで以上に重要な焦点となるであろ

う。そして JICA はこれについて過去において、及び他の国においてもその実績を誇っている

ところである。

９． 以上のような所見と見解から、本プロジェクトは現時点で完了し、日本は次の結核対策目

標に向けてのこの国への技術協力プロジェクトを、これまでとは異なった枠組みと規模で、と

くに８項に述べた観点から新規に開始することが望ましいと思われる。もし日本がそれを行わ

なければ、直ちに他の先進国が日本の協力の果実を占有することになろう。さらに新たなプ

ロジェクトは、現在開始されつつあるパキスタン、アフガニスタンという近隣アラブ諸国にお

ける結核対策の日本の技術協力と相まって、中東地域における日本の国際協力の存在感を打

ち出す外交的意義もあるのではないか。
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第４章　評価結果

４－１　評価５項目による評価結果

　評価ワークショップにおいて、イエメン側と合同で５項目による評価を行った結果は、以下の

とおりである。

４－１－１　妥当性

　妥当性とは、被援助国のニーズとの整合性、日本の援助事業としての妥当性を検討する評価項

目である。妥当性は高いと総括できる。その根拠を以下に示す。

（1）グローバルシューとしての結核

　　世界保健機関（WHO）は「世界結核緊急事態宣言（Global TB Emergency）」を 1993 年に

発表し、世界的な結核問題解決のための迅速な行動の実現を協調している。そして塗沫陽

性患者の 85％以上の治療と推定新規喀痰塗沫陽性患者の 70％以上の発見を目標として定め

ている。プロジェクトの目標と戦略はこれら世界的な結核対策の動きと一致している。

（2）イエメンの国家政策

　　イエメン政府は第２次保健開発５か年計画 “Second Five-Year Plan of Health Development

（2001～2005）”で保健政策と戦略を述べ、一般及び特有な病気の抑制を優先にあげている。

国民の死亡に繋がる重大疾病、子供の下痢症、子供を対象にした６種のワクチン、上部呼吸

気疾患、マラリア、ビルハルツ住血吸虫症、結核、エイズにが対象となる。

　　また、国立結核対策プログラム（NTP）では、WHOの提唱する「推定される患者の 75％

を直接監視下短期化学療法（DOTS）で治療し、その 85％を治癒させる」を目標として、結

核対策を継続している

　　このように、本案件の上位目標である「イエメンにおける結核の罹患率、死亡率、感染率

が減る」、プロジェクト目標である「国家結核対策プログラム（NTP）がイエメン全域に広が

る」はイエメンの国家保健政策に合致している。

（3）我が国の援助方針

　　我が国はODAの中間政策のなかで公衆衛生問題を重要課題として認識している。また、

2000 年の九州・沖縄 G8 サミットにおいて、HIV/AIDS、結核、マラリアなどの感染症、寄

生虫症が開発の重要課題として取り上げられた。我が国は議長国及び重要なドナーとして、

2000年から５年間にわたって総額30億ドル分の協力を感染症・寄生虫分野に対して実施す

る「沖縄感染症対策イニシアティブ」を発表するなど感染症分野に関しては協力を推進して

いる。

４－１－２　有効性

　有効性とは、プロジェクトの実施によって期待された効果が得られたどうか、また、それらは

各成果の達成によってもたらされたかどうかを検討する評価項目である。

　本プロジェクトの有効性は、いくつか課題は残るが、プロジェクトはおおむね順調に推移し、

プロジェクト開始時と比較すると大きな進展がみられ、DOTS の定着という意味では最初の



－ 43 －

ハードルをクリアし、協力の効果を認めることができると総括できる。

（1）プロジェクト目標の達成度

　　達成状況の項でみたように、プロジェクト実施の結果、①すべての郡で DOTSによる結核

対策が行われる、②新規喀痰塗沫陽性患者の 80% 以上が DOTS で治療される、③その治療

成功率が85％以上となる、という３つの指標のうち２つは達成され、目標である「国家結核

対策プログラム（NTP）がイエメン全域に広がる」は、ほぼ達成したといえる。

　　具体的には、1998 年フェーズⅡ終了時にDOTS 戦略を実施していた郡は全国のの 39％、

全人口の52％であった。2003年には、郡は全国の90％になり、全人口の98％を占めるまで

になった。また、1998年に、新規喀痰塗沫陽性患者の61.1％がDOTS治療を受けていたが、

2000年では 80％、2003年には94％となり、期待される指標を大きく達成している。治療成

功率は 1998 年には、79.7％であったが、1999 年 82.6％、2000 年 77.9％、2001 年 81.4％、

2002 年 81.1％と推移している。2000 年は、一時、抗結核薬の不足の影響で 77.9％に低下し

たが、2001 年以降は回復しているが、目標の 85％に達していない。

（2）各成果の達成状況とプロジェクト目標への貢献度

　　各成果の達成状況については「成果の達成状況」の項で詳述したが要約する。

　　成果５を除き、成果は達成か、若しくは達成していなくても、DOTS戦略の活動が低調な

限定的な州が主な原因であり、特に、州検査監査官（GLS）が任命されていない４州の影響

が大きい。他の州は順調に達成の方向へ向かっている。また、プロジェクト目標への貢献

度は成果ごとに異なる。まず成果１～４が直接的にプロジェクト目標に貢献するものである

のに対して、成果５と間接的な因果関係にある。そのため、プロジェクト目標への貢献度は

低いが、成果５の達成度は低いにもかかわらず、プロジェクト目標達成へのマイナスの影響

は大きくないと考えられる。

表４－１　各成果の達成状況

成　果 達成状況

改善されているが、達成されてい

ない、州間格差が大きい。

達成された。

一時、達成が確認できたが、終了時

では数値の入手ができなかった。

改善されているが、達成されてい

ない、州間格差が大きい。

低調である。

成果１

成果２

成果３

成果４

成果５

結核患者の発見・診断機能が改善される。

適切な患者管理により結核の治療機能が改

善される。

在庫管理システム確立により薬剤及び資機

材の供給システムが改善される。

記録・報告システムの標準化により結核対

策のモニタリングが向上する。

イエメンの結核問題について認識が深ま

る。
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（3）PDM に関する問題

　　結核対策の場合、プロジェクト目標や活動の内容はほぼ他の結核対策と同じであり、さほ

ど重要視されず、討議議事録（R／D）の添付資料に活動目的、成果、活動内容について箇

条書きにて記載されている。実行計画表（PO）についても、暫定実施計画表（TSI）を添付

するにとどめている。終了時評価調査ではその後２回改訂され、中間評価調査時点で改訂

された現在のプロジェクト・デザイン・マトリックス〔PDM（４）〕を使用したが、カウン

ターパートに PDM の内容及びその変遷が十分に理解されていない。

　　最初から重視されていなかったせいか、モニタリング、進捗の確認に PDMが活用されて

いない。特に、活動レベルのモニタリングの不十分さが認識される。また、中間評価調査で

策定された残りの期間の PO もフォローされていない。

　　州結核担当官　（GTC）、GLS 会議などで PDM を使用したモニタリングを定期的に実行し

ていれば、活動項目にある、たとえば末端地域へのDOTS拡大のためのボランティア活動に

よるコミュニティー参加やツベルクリン調査など達成困難な活動の見直しや、軌道修正を

行うことができたと予想され、今後の教訓として残すべきであろう。

４－１－３　効率性

　効率性とは、投入された資源量に見合った成果が実施されているか、プロジェクトが効率的で

あったかを検討する評価項目である。効率性はほぼ妥当であると総括できる。その根拠を以下に

示す。

（1）日本人専門家の投入のタイミング

　　日本人専門家の投入のタイミングについては、安全確保の理由により、途中３回にわたる

長期専門家の国外退避や 2001 年における結核対策、結核菌検査、保健教育分野の短期専門

家各１名の派遣中止があったが、これによる特筆すべき損出などの指摘はなかった。

　　また、成果の達成状況の項で詳述しているように、投入と活動はほぼその質と量に見合っ

た成果をあげており、成果５「イエメンの結核問題について再評価が行われる」は、日本人

専門家の投入の量が少ない領域であったためか、調査研究活動も低調であった。

表４－２　短期専門家派遣状況

1999年

22（1）

11（1）

33（2）

合計日数（人数）

221（6）

180（6）

138（8）

19 （2）

23（1）

577（23）

結核菌検査

ロジステックス

結核対策

調査研究

X 線保守管理

合計日数（人数）

2000年

16（1）

23（1）

10（1）

23（1）

72（4）

2001年

108（2）

62（2）

31（2）

208（6）

2002年

75 （2）

95（3）

50（2）

9（1）

229（8）

2003年

25（2）

10（1）予定

25（2）

（2）DOTS 戦略開始のタイミング

　　1994年以降世界を席巻した結核対策プログラム戦略DOTSにプロジェクトが積極的に取り

組んだことは妥当であったと評価できる。これによってイエメン結核対策はWHO東地中海
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事務局をはじめWHO 本部、ストップ結核イニシアティブ、国際結核肺疾患予防連合の技

術的支援を広範に受けることができ、本プロジェクトの協力と相まってイエメン側対策関

係者の動機づけを大いに促した。

（3）イエメン側の投入の妥当性

　　財源確保の課題に詳述するが、国家結核対策活動費がプロジェクト運営費に大きく依存し

ており、プロジェクト終了後、これまでの活動規模の予算確保は困難であり、投入妥当性に

は問題が残る。

　　その他、イエメン側の投入に関しては、日本人専門家の執務室の便宜、人材の配置、人件

費の負担等、おおむね妥当であると判断される。

４－１－４　インパクト

　インパクトとは、プロジェクト実施により間接的・波及的効果があったかどうかを検討する評

価項目である。プロジェクトの上位目標は、プロジェクト目標が達成された結果として、プロ

ジェクト終了後数年後に発現することが期待される開発効果である。したがって、上位目標の

達成度は予想された正のインパクトとして評価される。

　本プロジェクトの上位目標は「イエメンにおける結核の罹患率、死亡率、感染率が減る」であ

る。実績の項でみたとおり、本プロジェクトのプロジェクト目標「国家結核対策プログラム

（NTP）がイエメン全域に広がる」の達成状況から、DOTS普及の最初のハードルをクリアしたと

いえるが、WHOによる推定発生患者の５割弱をDOTS で治療しているにすぎず、その真の普及

の点ではいまだ不十分である。根本的な問題として、2001 年より減少している患者発見率の原

因が今だ解明できていない。この問題が解明されない限り、真の意味での上位目標の達成は困

難であると推測される。できるだけ早期に達成するために、根本的な問題を早急に究明し、その

上で必要な対策を講じ、次の段階に進まなければならない。また、技術、経済、社会、組織、環

境などの側面から、特筆される負のインパクトはない。

４－１－５　自立発展性

　自立発展性とは、プロジェクトの効果（プロジェクト目標、上位目標）が協力終了後も持続し

ていくかどうかを検討する評価項目である。特に、財政面の自立発展性が最も懸念されるところ

であり、また、全体的にみても完全に自立することは早急であると総括できる。その根拠を以下

に示す。

（1）組織面

　　プロジェクト実施途中に発生した政治的混乱や３回にわたる日本人専門家国外退避や国内

移動制限などの活動の中断や制限にこのプロジェクトが決定的損失を被らなかった要因のひ

とつとしてイエメン側のオーナーシップを発揮したことであり、今後もDOTS拡大への意志

は高い。しかし、特に達成の阻害要因のひとつである地域間格差の是正に関して、拡大が遅

れている地域への強いコミットメントが期待される。

　　保健省、NTP、国立結核研究所（NTI）とも基本的な組織力は安定しており、組織の自立

発展性には問題ないが、いくつかのインタビューの結果、NTP、NTI の更なる協調関係が望
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まれる。

（2）技術面

　　本プロジェクトの目標達成にはプロジェクトの人材開発に向けた長年の地道な貢献、と

くにカウンターパート職員の日本での研修、現場でのプロジェクト活動を通しての訓練、長

期・短期専門家の人的影響力などに帰する。

　　日本で研修を受けたカウンターパートの定着率は高く、また、責任のある地位におり、運

営及び技術に関する人的資源は安定している。

　　また、ここ１、２年では、国際結核肺疾患予防連合（IUATLD）会議（マニラ、パリ）で

の研究発表やWHO／東地中海地域事務所（EMRO）からのオペレーショナル・リサーチの

ための研究助成金を３名のカウンターパートが得ており、修得した技術の自己研磨や発展

もみられる。

　　しかし、DOTSの拡大は最初のハードルをクリアしたことろであり、まだ外部の協力が必

要である。したがって、今後の結核対策の協力の上で人的資源の開発がこれまで以上に重

要な焦点となる。

　　また、結核対策のキーパーソンであるDr.Aminの定年が近いが、後継者が育成されていな

いため、プロジェクト効果の継続のためには懸念されるところであり、早急に対応する必要

がある。加えて、提言にも記述されているが、末端施設でスタッフの定着率が低く、人選な

どに工夫が必要である。

（3）財政面

　　今回の評価調査では、本プロジェクトで修得された技術やシステムを継続及び拡大する

には、財源の確保が最大の課題であると総括した。結核対策活動の費用はプロジェクトに

依存しており、例えば 2003年には 61％をプロジェクト、6.8％をWHOの支援によって賄わ

れている。この割合は毎年ほぼ同じで、研修と巡回指導の費用にあたる。NTP の運営予算

は毎年 10 ～ 15％増加しているというものの、結核対策の根幹をなすこの両活動について

は、今後の政府予算のなかで実施するにあたって、より費用対効果の高い方法を模索する必

要がある。

　　一方国際的にはこのような貧困国の対策努力を援助するため機構〔例：世界抗結核薬基

金、エイズ・結核・マラリア世界基金（GFATM）〕などがいくつか設立されている。　

　　イエメンのそれらの利用に大いに関心をもっており、GFATM へ 2002、2003 年に資金支

援の要請書を提出しているが、まだ支援を獲得できていないく、今年も提出の予定である。

　　抗結核薬に関しては世界薬剤機構（GDF）が2002年に７万9,126米ドル分の抗結核薬を供

与し、その後も継続しており、当面の心配はない。

４－１－６　促進・阻害要因の総合的検証

　評価５項目の発現に影響した促進・阻害要因を総合的に検証すると、以下のように整理され

る。
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（1）促進要因

1）　イエメン政府の強いコミットメント

　　イエメン政府のリーダシップとNTPに対する明確なオーナーシップを伴った強いコミッ

トメントがあった。例えば、技術面の中心である中央ユニットスタッフ、GTC、GLS及び

郡結核担当官（DTC）の任命、独自で抗結核薬を確保した努力、NTPへの予算増加などに

見受けられる。

2）　日本人専門家の影響

　　プロジェクト目標の良好な到達度は、フェーズⅠから本プロジェクトまでの人材教育

に向けた長年の地道な貢献、特にカウンターパート職員の日本での研修、現場でのプロ

ジェクト活動を通しての訓練、長期・短期専門家の人的影響力などに帰する。

3）　オン・ザ・ジョブ・トレーニング（OJT）

　　DTC への巡回指導が定期的に実施されているが、この巡回指導は現場での訓練のたい

へんよい機会となっている。

（2）阻害要因

1）　財政的な制限

　　政府の努力にもかかわらず、いくつの活動は予算がなく実施されておらず、プロジェク

ト成果の到達に影響を与えたことは否めない。

2）　スタッフの低い定着率

　　特に、末端施設でのスタッフの定着率が低く、新規スタッフの研修を繰り返さなければ

ならず、プロジェクト効果に影響を及ぼしている。

3）　州のコミットメントの格差

　　４州がいまだに GLS を任命していない。NTI がフォローしているが、結局四半期報告

など全くなされておらず、プロジェクト目標及び成果の達成の阻害になっている。つま

り、GLS を任命していないということは、結核対策のすべてにおいて活動が非常に低調

であり、指標の達成率は低い。

４－２　結　論

　結論は、評価設問を念頭におきつつ、評価５項目の結果を総合的に評価するものである。

　フェーズⅡの成功を基に、本プロジェクトではフェーズⅡ実施中に開始したDOTS戦略の拡

大を図った。全体として、プロジェクトは高い治療成功率やDOTS普及率を達成し、優れた成果

をあげており、DOTS戦略拡大の最初のハードルを見事にクリアした。しかし、WHOによる推

定発生患者の５割弱をDOTSで治療しているにすぎず、その真の普及の点ではまだ不十分である。

　真の普及のために、本プロジェクトで修得された技術やシステムを継続及び拡大するには、財

源の確保が最大課題のひとつである。結核対策活動費用の６割以上はプロジェクトに依存してお

り、それが、研修と巡回指導の費用相当にあたる。したがって、結核対策の根幹をなすこの両活

動については、今後の政府予算のなかで実施するにあたって、より費用対効果の高い方法を模索

する必要がある。

　一方国際的にはこのような貧困国の対策努力を援助するため機構（例：世界抗結核薬基金、

GFATMなど）がいくつか設立されており、現在申請書を準備中であるGFATMからの財政支援

の獲得が必須である。
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第５章　提言と教訓

５－１　本プロジェクトへの提言

　本プロジェクトに対して、提言は以下のとおりである。

　前回中間評価時の提言の半分がそのまま残っている（②～⑥）。特に今後の自立発展性確保の

観点からエイズ・結核・マラリア世界基金（GFATM）の承認⑥は喫緊の課題。さらに今後の結

核対策活動のなかでも中間的なものについては費用対効果の高い手法をとることの重要性⑦も強

調した。

①　直接監視下短期化学療法（DOTS）患者発見率を向上させるため、民間セクターや DOTS 未

実施の公的施設などにいる現在 DOTS でカバーされていない患者を発見するよう努力するこ

と。　

②　プライマリー・ヘルス・ケア（PHC）ユニットへの DOTS 拡大にあたっては郡レベルへの適

切な巡回指導が必須であること。またDOTS拡大においてコミュニティーの参加を推進する可

能性を探ること。

③　質の高いDOTS拡大のために有効な方策を見いだすべくオペレーショナル・リサーチを実施

すること。とりわけ患者発見率の低下という最近の傾向については早急に調査すべきテーマで

ある。

④　検査精度管理については定期的巡回指導と適切な修正措置によって更に強化されるべきであ

ること。

⑤　他施設に紹介された患者の追跡を含めた患者紹介制度を確立すること。

⑥　世界薬剤機構（GDF）やGFATMなどからの支援を獲得できるよう外部援助機関からの技術

支援を得ながら努力すること。

⑦　特に（非常に重要だが費用が嵩む）巡回指導と研修の両活動については、今後限られた政府

予算のなかで実施するにあたって、より費用対効果の高い方法を模索すること。

⑧　これまでのDOTS拡大への取り組みを反映させ、かつ国際基準に沿った国家結核対策ガイド

ラインの改訂作業を行うこと。

⑨　1996 年 DOTS 導入以来これまでの DOTS 拡大への取り組みを報告書として取りまとめるこ

と。レポートは組織の自立発展性に役立てると同時にアドボカシーのための広報材料として外

部に配布すること。

⑩　新設のアデン結核センター（無償資金協力）を南東イエメン諸州に対する結核対策の技術、

管理面の拠点として位置づけ、最大限効果的な運営を行うこと。

５－２　教　訓

　本プロジェクトからは、将来の類似案件に対する以下の教訓を導きだした。

①　本プロジェクトは技術移転活動の割合よりも結核対策活動そのものの経費負担割合が大きい

構造であった。成果確認後の経費支払いや日当の現地単価払いなど、プロジェクト実施中か

らプロジェクト終了後の財政面の自立発展性の確保を見据えたプロジェクト運営を実施するの

が望ましい。

②　結核対策はプロジェクト目標や活動内容がどれも同様であるという理由でプロジェクト開
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始時にプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）ができていなく、カウンターパートの

PDM に対する認知度や理解度が低かった。そのためか、活動レベルのモニタリングも十分で

なく、活動計画書もフォローされていない。モニタリングツールとして PDM を定期的に利用

するのが望ましい。
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６．投入実績

７．成果実績
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